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第1章 はじめに 
 
これまでの食品事故、事件は、消費者の「安全安心」に対する意識を高めた。それに伴い、
食品企業も衛生対策をはじめ、食品安全、安心の確保のための取組を行っているが、食品事
故、事件や食品に関するクレームの著しい減少はみられない。食品事故に対する食品企業の
危機管理体制の構築をテーマとする本研究を始めるにあたり、わが国の事故を振り返り、現
在の食品事故に対する食品企業の危機管理体制の現状について述べる。 
 
1.1 研究の背景 
HACCP の義務化に伴い、食品安全制度や企業の取り組みが改めて注目されつつある。各食
品企業は、HACCP や ISO、FSSC などの品質保証活動により「安全」の確保に努める。一方、「安
心」は、個人の主観で決定される（高橋 2016）ため、安全を確保する対策が講じられても消
費者の安心を得られない場合がある（中嶋 2004）。消費者の信頼や安心は、専門性と誠実性
にあるとされる（吉川 2000）。「安全」を確保するための努力は専門性、さらに正しい情報提
供や消費者とのコミュニケーションは誠実性に相当する。従って、企業が「適切な活動を行
い、正確な情報を発信していると信じることができた場合（中嶋 2016）」に、消費者は、安
心を得られることができる。 
消費者の安全安心を確保すべく、HACCP、ISO 等の品質保証活動に企業は注力する。特に
HACCP は義務化に向けた整備が行われており、今後注目を集める食品衛生管理の 1 つであろ
う。しかし、食品衛生管理や食品安全マネジメントシステムに注力する企業が増加していな
がら、クレーム発生や事故の件数はゼロになることはなく、むしろクレーム発生件数は、増
加傾向にある。東京都福祉保健局によると、図 1 の通り、苦情件数は平成 27 年度に 5513 件
であり、平成 23 年度と比較し約 750 件増加した。 
東京都福祉保健局による報告では、異物混入についての苦情が大半を占め、1000 件を超え
る。これまでに日本国内で発生した食に関する事故、事件の一例を表 1 に示す。 
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（食品衛生の窓より作成） 
図 1 東京都食品苦情件数
 
表 1 食に関する事故、事件の事例 
年代 事件、事故概要 
原因物質 
（菌・ウイルス等） 
1930 年代 
大福もちによる食中毒 サルモネラ 
はんぺんによる食中毒 サルモネラ 
1940 年代 
メチルアルコール中毒 メチルアルコール 
人工甘味料 不純物の多いサッカリン、ズルチン 
シアン中毒 ビルマ産雑豆（サルタニ豆） 
ビルマ産雑豆 シアン中毒 
帝銀事件 青酸化合物 
1950 年代 
シラス干しによる食中毒 新しい菌 
自家製のニシンの「いずし」 ボツリヌス菌 
片栗粉との誤使用 
ヘキソーゲン（チクロトリメチレン、
トリニラミン：爆薬） 
輸入ビルマ米 黄色米 
鯉のいずし ボツリヌスＥ型菌確認 
納豆 サルモネラ・ナラシノ菌 
給食用脱脂粉乳による食中毒事件（森
永乳業） 
殺菌不十分による溶血性ブドウ状球菌
の増殖 
森永ヒ素ミルク事件 
調製粉乳製造に使用した第 2 リン酸ソ
ーダ中に多量のヒ素 
好塩菌による食中毒 好塩菌 
水俣病発生の公式確認 メチル水銀 
キャベツによる集団食中毒 
病原大腸菌と推定され「横須賀株」と
命名 
学校給食で、熱ウイルスによる食中毒 熱ウイルス 
好塩菌によるアジを主とした食中毒 好塩菌 
南方産ふぐによる食中毒 ベトナム沖で船上加工したふぐ 
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異物混入 腐敗・変敗 カビ 異味・異臭 
3 
イワシ削り節による食中毒 サルモネラ 
小あじ天ぷらによる食中毒 サルモネラ 
カンピロバクターによる集団食中毒 カンピロバクター 
1960 年代 
赤痢の集団発生 赤痢菌 
はんぺんによる食中毒 サルモネラ・エンテリティディス 
「サンマのいずし」で 12 名死亡 ボツリヌスＥ型菌 
コレラバナナ事件 パラコレラ 
「ニシンの切り込み」による大規模食
中毒 
ボツリヌスＥ型菌 
鯨ベーコンによる腸炎ビブリオ食中
毒 
腸炎ビブリオ食中毒 
帝国ホテルで赤痢事件 赤痢菌 
車内販売の缶ジュースによる食中毒 
缶ジュースから 300～500ppm のスズを
検出 
即席めんによる中毒事件 即席めんの油脂の酸敗 
イカの缶詰で食中毒 雑菌 缶詰の密封不足 
阿賀野川水銀事件 工場廃液（有機水銀）に汚染された魚 
乳牛の炭そ（炭疽）事件 炭そ菌 
海つぼによる中毒 麻痺性貝毒 
メチル柿事件の発生 
メチルアルコール含有アルコールで、
柿の脱渋 
自家製ボタモチの「ズルチン」による
食中毒 
ズルチン 
広島産「かき」による食中毒事件 不明 
「豚コレラ事件」他 
豚コレラ予防液の製造に使用していた
豚の死体 
ダーク油事件（約 49 万羽のニワトリ
の大量死） 
ダーク油（PCB 検出）を含む配合飼料 
さつま揚げによる食中毒 
塩釜市のかまぼこ店で製造したサツマ
アゲ 
カネミ油症事件 ＰＣＢ 推定 2,248 名の患者 
西ドイツ製のキャビアを原因とする
食中毒 
ボツリヌスＢ型菌 
ぶどう酒に農薬混入 農薬 
削り節による食中毒 サルモネラ 
米ぬか油中毒症事件   
1970 年代 
卵豆腐事件 サルモネラに汚染された液卵 
千葉ニッコー事件 食用油に混入（ジフェニール） 
指定外添加物の検出 
OPP,TBZ を検出 米国産果実類５千４
百トンを廃棄 
駅弁による食中毒で死亡者 混合感染 
ボツリヌス食中毒 ボツリヌス A 型 日本初 
和歌山県有田市で集団コレラ コレラ菌 
ベビーフード用の粉末野菜へのガン
マ線照射事件 
ガンマ線 ジャガイモの発芽防止の目
的以外では禁止 
結婚式場でコレラ発生 
コレラ菌 感染経路は断定できなかっ
た 
タイラギによる食中毒 腸炎ビブリオ 
オカカおにぎりによる食中毒 サルモネラ 
4 
長崎県にてビブリオ・バルニフィカス
感染症 
ビブリオ・バルニフィカス感染症 
電話ボックス飲料シアン化トリウム
混入事件 
シアン化トリウム 
長崎県国民宿舎食中毒 ナグビブリオ 
機内での食中毒 黄色ブドウ球菌 
1980 年代 
学校給食での集団食中毒 カンピロバクター 
学校給食のうどんの付け汁による大
規模食中毒 
ウエルシュ菌 
生うどん、餃子の皮から基準を超える
ＰＧ 
東京都消費者センター調査 
タイ産エビフライからコレラ菌 コレラ菌 
学校給食による集団食中毒 エルシニア・エンテロコリチカ 
クマ肉によるトリヒナ症（旋毛虫病）
発生 
トリヒナ症 
海岸で採取したオゴノリによる食中
毒 
不明 
札幌のスーパーで大規模食中毒 病原大腸菌とカンピロバクター 
熊本産「からし蓮根」による食中毒 ボツリヌス菌 A 型 辛子粉が感染源 
グリコ森永事件 青酸ソーダを混入 
学校給食による大規模な食中毒 カンピロバクター 
ジエチレングリコール混入ワイン事
件 
ジエチレングリコール 
小中学校給食等で冷やしラーメンの
具 
サルモネラ（錦糸玉子） 
輸入チーズからリステリア菌検出 リステリア菌 
米国でチリ産ブドウに青酸化合物混
入 
青酸化合物 
ライラギによる食中毒 腸炎ビブリオ 
パラコート毒殺事件 
自動販売機に農薬（パラコート）入り
飲料 
卵焼き食中毒 腸炎ビブリオ 
オムライスによる食中毒 セレウス菌 
乳児ボツリヌス症 ボツリヌス 
幕ノ内弁当食中毒 セレウス菌 
だし巻き卵による食中毒 ナグビブリオ 
炒飯による食中毒 セレウス菌 
1990 年代 
幼稚園で、Ｏ157 による集団食中毒 
腸管出血性大腸菌Ｏ157 井戸水を原
因とする 
英国のＢＳＥ事件 BSE 牛由来の製品すべて輸入自粛 
小学校給食で O157 の集団食中毒 O157 
オイスターソースよりボツリヌス A
型菌を検出 
ボツリヌス A 型菌 
「いくら」で O157 感染 
O157 回収されたものを再出荷してい
た 
カレー食中毒 ウエルシュ菌 
チキンソースによる食中毒 ウエルシュ菌 
里芋の缶詰による食中毒 ボツリヌス菌 
5 
埼玉県水道水による汚染 クリプトスポリジウム 
煮かにによる食中毒 腸炎ビブリオ 
大阪調理実習における食中毒 カンピロバクター 
学校給食による食中毒 カンピロバクター 
ピーナッツによる食中毒 サルモネラ 
三食ケーキによる大規模食中毒 サルモネラ 
滋賀県等の学校給食食中毒 腸炎ビブリオ 
滋賀県による給食弁当食中毒 腸炎ビブリオ 
和歌山カレーヒ素事件 ヒ素 
ハヤシライスによる食中毒 ボツリヌス菌Ａ型 
福祉施設仕出し食中毒 ウエルシュ菌 
サンドイッチによる食中毒 Ａ群連鎖球菌 
病院ポット毒物混入事件 アジ化酸ナトリウム 
伊勢海老による食中毒 サルモネラ菌 
高知県学校給食による食中毒 ヒスタミン食中毒 
米飯による食中毒 セレウス金 
ケーキによる食中毒 サルモネラ 
大阪堺市でＯ157 食中毒 腸管出血性大腸菌 O157 
煮物による食中毒 ウエルシュ菌 
乾燥イカ「バリバリいか」で食中毒 サルモネラ・オラニエンブルグ 
2000 年代 
低脂肪加工乳で黄色ブドウ球菌 黄色ブドウ球菌 
学校給食用瓶入り牛乳の異味・異臭 殺菌用次亜塩素酸ナトリウム残存 
寿司屋で食中毒 赤痢 100 名以上の患者 
ナチュラルチーズによる集団食中毒 リステリア菌 
韓国産カキによる食中毒 赤痢菌 
寿司による食中毒 A 型肝炎食中毒 
いずしによる食中毒 ボツリヌス（E 型） 
遺伝子組み換えトウモロコシ 
未承認遺伝子組み換えトウモロコシの
混入 
日本料理店・居酒屋・仕出し屋で食中
毒 
赤痢菌（推定食材はアオリイカ：ベト
ナム産） 
シアン化合物検出の地下水使用の疑
いによる回収 
シアンシアン化合物検出の工場地下水
を使用した疑いのある製品を自主回収 
「ひと口ステーキ」による O157 食中
毒 
O157 加熱不足 
「角切りステーキ」による O157 食中
毒 
O157 加熱不足 
日本でも牛海綿状脳症（ＢＳＥ）の牛
が発見される 
BSE 日本初 
牛肉偽装の多発 
雪印食品、ハンナン他、BSE をきっか
けとする 
協和香料化学事件 
香料製造時に未承認添加物が使用され
ていた 
「中国産冷凍ほうれん草から農薬検
出」 
農薬 クロルピリホス 
牛肉レバ刺からカンピロバクター カンピロバクター 
食品表示（食肉、食鳥）の偽装   
指定外添加物（肉まん等）使用 ダスキンの肉まんから検出される 
6 
無登録農薬（ダイホルタン等）問題 ダイホルタンなど 
中国産やせ薬（健康食品）問題 中国やせ薬 
米国でＢＳＥに感染した牛を発見 輸入禁止措置 
ノロウイルス食中毒大流行 05 年の食中毒患者は 27,019 人 
不二家「賞味期限切れ牛乳使用」事件 
消費期限（社内基準）切れの牛乳の使
用 
ミートホープの偽装表示その他の不
正事件 
規格書には無い原料を使用 
白い恋人 賞味期限を基準よりも長く記載 
イカの塩辛による食中毒 腸炎ビブリオ 
赤福賞味期限改ざん 
余った商品を冷凍し、解凍時点の製造
年月日に偽装 
船場吉兆 料理の使い回しや和牛の産地偽装等 
鶏肉の産地偽装 比内地鶏、名古屋コーチン 
中国産冷凍餃子農薬汚染事件 メタミドホス 
「ペッパーランチ」O157 食中毒 O157 結着加工（成型）された肉 
「ステーキのどん」O157 食中毒 
O157 カット後軟化剤調味液を加え真
空包装 
非食用事故米穀の不正規流通 
輸入検査時にカビ等の発生した米（工
業米） 
中国で牛乳へのメラミン混入 メラミン 
学校給食でちくわによる卵アレルギ
ー 
原材料規格書にない卵白を使用 
原因不明の食中毒（ヒラメ） クドア・センプテンプンクタータ 
原因不明の食中毒（馬肉） 
ザルコシスティス・フェアリーという
寄生虫 
2010 年代 
学校給食で食中毒 
サルモネラが付着と推測 調理機器の
洗浄不十分 
学校給食で食中毒 
サルモネラが付着と推測 調理機器の
洗浄不十分 
焼肉チェーン店でＯ111による食中毒 
Ｏ111 加熱用食肉を生食用として提
供 
ドイツを中心にスプラウトによるＯ
１０４食中毒 
O104 種はエジプト産フェネグリーク
と推定 
柏餅によるＯ157 食中毒発生 Ｏ157 団子・柏餅 
千切りキャベツによる広域食中毒 腸管出血性大腸菌Ｏ26 野菜の浅漬け 
レストランチェーン店で赤痢菌食中
毒 
細菌性赤痢 
あずきばっとうでボツリヌス食中毒 
Ａ型ボツリヌス菌 真空包装のあずき
ばっとう 
白菜の浅漬けによるＯ157 食中毒 Ｏ157 白菜の浅漬 
米国でメロンによるリステリア食中
毒 
リステリア菌 生鮮カンタロープ（メ
ロン） 
事業所給食でのＯ148 による食中毒 
Ｏ148 生食用の長ネギ（輸入品）小口
切り 
仕出し弁当によるノロウイルスによ
る食中毒 
ノロウイルスＧⅡ 
仕出し弁当によるノロウイルス食中
毒 
ノロウイルスＧⅡ 
7 
学校給食で食物アレルギーによる死
亡事故 
チーズ 食物アレルギー（乳アレルギ
ー） 
メニュー表示偽装問題 
有名ホテル等でメニュー表示と異なる
食材を使用 
冷凍食品への農薬混入 従業員による意図的な農薬混入事件 
期限切れ食肉事件 
使用期限切れの食肉加工品（マクドナ
ルド） 
角切りステーキ食中毒 O157 
寿司による食中毒 Ａ型肝炎食中毒 
菓子アレルギーによる自主回収 
チョコレート菓子からアレルギー物質
の検出 
祭・露店による集団食中毒 キュウリによる O157 
弁当（キーマカレー）による食中毒 ウエルシュ菌 
ささみ寿司による食中毒 カンピロバクター 
社員食堂でのノロウイルス食中毒 ノロウイルス 
学校給食のマロニーサラダによる集
団食中毒 
ノロウイルス 
学校給食の刻みのりによる集団食中
毒 
ノロウイルス 
カップ焼きそばへの虫混入事件 
学生が購入したカップ焼きそばに虫が
混入。SNS で拡散 
出所：戸波（2016）、進藤（2016）をもとに編集 
1.2 苦情・クレームと自主回収 
自主回収を行う原因は、図 2 に示す通り、表示不適切が最も多く、次いで規格基準不適合、
品質不良である（戸波篤 2016）。また、農林水産省食料産業局(2015)によると、55％の食品
企業が自主回収の経験があると確認できた（図 3）。同じく農林水産省食料産業局(2015)によ
れば、自主回収実施の理由（図 4）は、健康危害防止が 35％である。消費者の健康を守るた
めに自主回収を実施したことが報告された一方、「消費者の信頼確保」が 21％を占めている
点も興味深い。 
一般社団法人食品産業センターによる「食品企業の事故対応マニュアル作成のための手引
き（平成 28 年改訂版）」（2016）では、「健康危害のリスクの有無にかかわらず、マスメディ
アや流通業対策としての自主回収や隠ぺい体質の企業とよばれないための回収といった軽微
な回収が多い」と指摘する。農林水産省食料産業局(2015)が行った、自主回収実施の理由（図
4）に関する調査によると、消費者の信頼確保が 21％であることからも、企業イメージやブ
ランドイメージダウンを防ぐためといった社会的影響についての対策を企業が存在しており、
とりあえずの回収を行う企業が多いことが伺える。 
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                     出所：戸波（2016）を編集 
図 2 自主回収の原因  
 
 
（平成 27 年食料産業局の調査を基に作成） 
図 3 自主回収実施の有無 
 
 
 
0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%
表示 
不適切 
規格基準 
不適合 
品質 
不良 
異物 
混入 
容器包装 
不良 
その他 
55% 
43% 
2% 
(n=130) 
実施した 
実施していない 
無回答 
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（平成 27 年食料産業局の調査を基に作成） 
図 4 自主回収実施の理由 
 
図 5 は、農林水産省食料産業局(2015）が、食品製造から販売に係わる関連企業に対し、事
故対応マニュアルの策定の有無についてアンケートを実施した結果である。農林水産省食料
産業局(2015)の調査によると、事故対応マニュアルの策定済の企業は、大企業で 95％、中小
企業で 78％という結果であった（図 6 及び図 7）。これらから、事故対応マニュアルを策定す
る食品企業が多いことが伺える。 
 
 
 
（平成 27 年食料産業局の調査を基に作成） 
図 5 事故対応マニュアル作成状況 
 
 
26% 
35% 
21% 
7% 
10% 1% 
（n=143） 
法令違反 
健康危害の恐れ 
消費者の信頼確保 
流通からの要請 
その他 
無回答 
72% 
2% 
10% 
16% 
（全体 n=2011） 
策定済 
策定予定（今年度） 
策定予定（来年度以降） 
策定予定なし 
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（平成 27 年食料産業局の調査を基に作成） 
図 6 大企業における事故対応マニュアル作成状況 
 
 
 
（平成 27 年食料産業局の調査を基に作成） 
図 7 中小企業における事故対応マニュアル作成状況 
 
この調査結果から、企業規模を問わず、事故対応マニュアルが策定されていることが確認
できるが、「事故対応マニュアル」の詳細な種類や、内容については明らかにされていない。
「事故対応マニュアル」の内容は、不適切表示や異物混入等に対する「食品事故マニュアル」
や、震災や火災事故等の「災害事故対応マニュアル」など、回答した企業により様々な種類
の「事故対応マニュアル」であることが想定される。例えば、「食品事故対応マニュアル」の
95% 
0% 
3% 2% 
（ n=377） 
策定済 
策定予定（今年度） 
策定予定（来年度以降） 
策定予定なし 
78% 
8% 
6% 
8% 
（ n=1198） 
策定済 
策定予定（今年度） 
策定予定（来年度以降） 
策定予定なし 
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場合には、事故原因を特定するまでのフローや自主回収の手順、消費者対応の方法などがマ
ニュアルに記されていると推測する。 
しかし、食品事故についての対応マニュアルを定めること等を示した法律は 2018 年 3 月現
在確認できない。 
一方、農林水産省食料産業局（2016）は、「食品事業者の 5 つの基本原則」を公表した。「食
品事業者の 5 つの基本原則」は、業態の特性に合わせて作成されており、食品製造事業者・
輸入事業者編、食品製造小売事業者編、外食事業者編、中食事業者編、生鮮食品卸売事業者
編、食品小売事業者編がある。例えば、「食品事業者の 5 つの基本原則 食品製造事業者・食
品輸入事業者編（平成 28 年 1 月改定版）」では、コンプライアンスの意識強化、衛生管理・
品質管理、お客様のニーズ把握などの他、企業の取組方針を内外に宣言し具体化とそれを実
行することを重要とし、消費者の信頼を確保するために行動するよう記す。同じく「食品事
業者の 5 つの基本原則 食品製造事業者・食品輸入事業者編（平成 28 年 1 月改定版）」では、
正しい情報をもとにした事実確認、健康を損なう恐れがある場合には直ちに製品回収の是非
や回収範囲の判断と決定を行うこと、保健所等の行政、関係者への連絡、回収の際の公表、
原因究明と再発防止、報道機関への伝達等が示される。また、添付の補足資料として食品事
故対応マニュアルへの記載項目（例）（表 2）や重大事故の場合の対応手順（表 3）が示され
ているが、食品事故対応の手順を具体的に定める際に参考となるような内容は見当たらない。 
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表 2 食品事故対応マニュアルへ記載項目（例）を編集 
１ 本マニュアルの目的  
２ 食品事故の定義 微生物、化学物質、異物の混入の場合、
表示の誤記等に区分して記載 
３ 基本方針 
 
人の健康を損なう恐れがある場合には、
回収の要否、範囲の判断を行い、速やか
な対応、消費者に対する危害を最小限に
留めることなどを記載 
４ 食品事故対応チームと関係部署の責務 
 
通常の組織体制による対応と重大事故の
場合の臨時的な組織体制による対応等を
記載 
５ 食品事故対応の手順 
 
事実確認、原因究明、被害想定、製品回
収の判断・回収計画、行政機関との連絡・
協議 
広報・消費者への対応、回収等の手順な
どを記載 
６ 類似食品事故情報等の収集 
 
できる限り事故が発生するリスクを低減
するために行う類似食品事故情報の収集
及び活用などを記載 
７   
従業員への情報伝達 
 
直接関わる従業員以外のものに対して
も、事故に関わる確認事実や対応方針・
進め方を周知することなどを記載 
８ 教育・訓練 
 
事故発生時に迅速に対応で得きるように
従業員の教育・訓練などを記載 
９ その他 
 
実態に合わせて適時適切に本マニュアル
の見直しを行うこと等を記載 
出所：食品事業者の 5 つの基本原則（2016 年 1 月改訂版 農林水産省） 
 
表 3 重大事故の場合の対応と手順 
１ 重大事故であるかどうかの判断基準の設
定。 
 
２ 重大事故に発展する恐れがあると判断さ
れた場合の対応事項 
 
①経営判断を行える責任をトップに、危
機管理体制の整備、事故情報の一元化 
②健康被害の有無・影響、拡大・反復発
生の可能性等の事実の正確な把握と原因
究明の徹底 
③事故の態様に応じた操業（出荷・販売）
停止・製品回収等の対応策の検討 
（回収を行う場合の対象範囲、方法等の
手順） 
④保健所等行政機関との連絡・協議 
⑤記者会見・社告・HP 掲載などによる報
道機関、消費者への対応 
⑥謝罪を含む被害者への対応（補償、訴
訟関係について社内基準を作成） 
⑦再発防止策の検討及び実行 
出所：食品事業者の 5 つの基本原則（2016 年 1 月改訂版 農林水産省） 
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第2章 先行研究 
 
本章では、リスクマネジメントとクライシスマネジメントの違いを確認し、食品業界にお
けるクライシスマネジメントの定義について述べ、食品企業の緊急事態対応の事例と危機管
理に関する先行研究をまとめる。 
 
2.1 リスクマネジメントとクライシスマネジメント（危機管理）  
世界的には、国際標準化機構（ISO）が、2009 年 11 月に ISO 31000:2009（以下、ISO31000）
として、リスクマネジメントの国際的なガイドラインを公表した。その後、ISO 31000 に習
い、日本でも JIS Q 31000 が制定された。 
ISO 31000 のリスクとは「組織には目的の達成に対する不確かさが存在するものであり、
この不確かさがもたらす影響をリスク」と定めた。ここで言う「影響」とは好ましくない影
響だけでなく、好ましい影響も含まれる。井上（2015）は、ISO 31000 のリスクマネジメン
トについて、「結果が好ましいか、好ましくないかにかかわらず、不確かさが組織の目的達成
に与える影響すべてをリスクとしてリスクマネジメントの対象にしている」と述べた。ISO 
31000 が定義するリスクマネジメントとは、良いことも悪いことも把握し管理することだと
言える。 
 日本の食品安全分野では、2003 年食品安全基本法によりリスク管理（Risk management）、
リスク評価（Risk assessment）、リスクコミュニケーション（Risk communication）の 3 つ
の要素からなるリスクアナリシスが取り入れられた。「リスク管理（Risk management）」は、
健康影響について科学的に評価を行うリスク評価（Risk assessment）の結果を受け、リスク
低減のための政策・規制の立案を行うこと（新山陽子 2016）として用いられる。ここでの「リ
スク」とは、食品中に存在する危害要因が、健康への悪影響を及ぼす確率と重篤度の関数と
して定義される（新山 2016）。損失の大きさと発生する確率を想定できることで、予防対策
を講じることができ、意思決定のための材料となる。つまり、食品安全分野におけるリスク
マネジメントは、健康へ及ぼす良くない影響を低減するための政策や規則の立案と言えるだ
ろう。また、山下（2004）は、リスクマネジメントを一般衛生管理や HACCP システムなどに
相当すると述べており、良くない影響が発生しないための未然防止策、つまり平常時の対策
と捉えることができる。 
一方、クライシスマネジメントは、事故発生時の対応という位置付けがされることが多い。
例えば、山下（2004）は、危機が発生した場合の対応をクライシスマネジメントとした。 
井上（2015）は、小林（2011）や大泉（2004）を参考に、「企業や組織の危機は、災害や事
故、法務、財務、労務に関するリスクが顕在化して深刻な状態に発展した状態であり、組織
に深刻な影響をもたらす事態・状況、突発的な脅威、つまり即座に対応しなければならない
有事」とした。つまり、山下（2004）の示すクライシスマネジメントとは、予期せず発生し
た危機への対応、つまり緊急事態への対応と言える。さらに井上（2015）は、「危機や緊急事
態の被害拡大抑制と、社会とのコミュニケーション不足が原因となり、信頼の失墜、ブラン
ドの失墜となる二次的危機の発生防止に取り組むことを危機管理の領域」と述べた。 
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現在は廃止されているが、日本では 2001 年 3 月に日本工業規格として JIS Q 2001「リス
クマネジメントシステム構築のための指針」を経済産業省工業技術院が制定した。JIS Q 2001
は、第三者認証制度のある規格ではなく、ガイドライン規格であった。組織が要求事項を自
主的に取り組むことでリスクに強い体質になることが期待さており、緊急事態として危機管
理を取り込むこととなっていた。リスクマネジメントとクライシスマネジメントの境界を図
8 に示す。 
 
 
図 8 リスクマネジメントとクライシスマネジメントの境界 
 
 
2.2 食品業界における危機管理  
食品に関する危機管理対応を定める法律は現在ないが、農林水産省は危機管理について、
次のように公表している。 
 
不幸にして大規模な食中毒が発生したり、大きな事故によって食品が汚染され、多くの
被害が出る場合があります。このような緊急時には、まず被害の拡大を防止するため、
問題となっている食品の販売を停止したり、すでに市場に出回っている食品の回収等が
行われます。 
 
食品業界での緊急時とは、早急な対応の必要がある、食中毒や残中農薬、放射能汚染、異
物混入等による食品事故が考えられるだろう。山下（2009）は、「食中毒や異物混入、表示違
反（誤記、虚偽表示等）などの食品事故を発生させ、食品関係事業者が一歩対応を誤ると、
消費者に多大な健康影響を及ぼすだけでなく、就労規則への影響や経済的損害等も与えてし
まう」と述べた。農林水産省と山下（2009）により、食中毒や食品汚染、異物混入、表示違
反に代表される食品事故は、食品企業にとって「危機」「緊急事態」と言える。そして、その
食品事故への企業対応は「危機管理」や「緊急事態対応」と呼ばれる（山本 2012）。 
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しかし、「機管理の定義や範囲、位置づけは立場などにより異なる。例えば、山本（2012）
は、食品の事故によって多数の人々に健康被害を与える事態を危機とし、「その被害を抑制し
かつ事後に適切な是正措置を講ずるとともに、それらの対応の事前準備を行う一連の管理過
程」を危機管理と定義した。さらに、山本（2012）は「日常的な品質管理や危機管理に備え
た教育訓練」も含むと述べた。また、農林水産省による「食品事業者の 5 つの基本原則」で
は、被害拡大防止、原因究明、改善・再発防止、事前準備が必要とした。山本（2012）及び
「食品事業者の 5 つの基本原則」は、被害拡大の抑制だけでなく、事後の改善、再発防止の
実施とこれらの事前準備を行うことが危機管理の範囲であると言える。さらに、山本（2012）
が述べる「日常的な品質管理や教育訓練」は、平常時の取組と位置付けることができ、リス
クマネジメントの領域とも捉えることができよう。 
一方、工藤(2008)は、危機管理を緊急事態の未然防止と発生した事態への対応と述べたう
えで、日常的な品質や安全管理、保証体制の整備が重要であるとした。また、新山( 
(2016)は、予防措置が効かず危害が発生した緊急事態の対応措置と位置づけた。工藤（2008）
と新山（2016）による危機管理の範囲は、危害を発生させないための日常的な未然防止が前
提であり、危害が顕在化した直後からの対応と位置付けられる。 
また、ISO 22000:2005（以下、ISO 22000）では、「5.7 緊急事態に対する備え及び対応」
にて「食品安全に影響を与える可能性があり、かつ、フードチェーンにおける組織の役割に
関連する、潜在的な緊急事態及び事故を管理するための手順を確立し、実施し、かつ維持す
ること」を要求事項として定める。ISO 22000 は、製品の安全性に影響を与える可能性があ
る緊急事態・事故を管理するための手順を定めることで、被害が最小限となるように管理す
ることを求める。同じく ISO 22000「7.10.4 回収」では、タイムリーな回収を可能にするた
めに、回収責任者を任命し、利害関係者への通知、回収製品や対象ロットの取り扱い、その
他取るべき一連の処置の実施し、製品の回収のために、文書化された手順の確立や模擬回収
により回収プログラムの有効性を検証し記録することが要求される。従って、ISO 22000 の
5.7「緊急事態に対する備え及び対応」と 7.10.4「回収」の要求事項では、緊急事態に対応
できるように予め、対応の手順を定め、文書化し、さらに定めた対応手順が有効であるかの
検証と、その検証を記録することが危機管理であることを示す。 
このように、研究者や立場により「危機管理」の範囲や定義等は異なると言える（表 4）。 
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表 4 食品に関する「危機管理」の定義と使い方 
 食品に関する危機管理
の定義・使い方 
事前準備 未然
防止 
事後
対応 
マニュアル 訓練   
山本（2012） 被害の抑制、事後の適切
な処置、その事前準備 
〇 〇  〇 
工藤（2008） 緊急事態の未然防止、発
生した事態の対応（明確
な定義なし 
  〇 〇 
新山（2016） 緊急事態の対応措置    〇 
農林水産省（2017） 被害拡大防止、原因究
明、改善・再発防止、事
前準備 
〇 〇  〇 
 
既に述べたように、食品安全の分野では、具体的な緊急事態対応の法律はないが、食品安
全マネジメントシステムの国際規格である ISO 22000 で製品回収を整備することについての
要求事項が見られた。しかし、食品製造過程での危害発生や異物混入といった、食品事故に
関する緊急事態への対処方法についての研究は多くない。 
こうした状況について、新山（2008）は、「日本は、緊急事態対応や食品安全管理システム
整備することに関心がない」ことを指摘した上で、その原因として次の 3 つにあると述べた。 
表示偽装と汚染対策が錯綜し汚染対策が原産地の表示規制で決着する「表示至上主義」、汚染
やミスを防ぐ仕組みを製品検査に頼りすぎてしまう「製品検査万能主義」、ハイテクノロジー
を導入することで解決できると考える「技術至上主義」である。新山（2016）が示すこれら
3 つの主義により、日本の原産地等の表示、徹底した製品検査、最新技術の導入を行うこと
で、食品の安全管理が可能となるという考えが、緊急事態の対策や食品安全管理システム整
備の遅れに繋がると言えよう。 
新山（2016）は、食品安全対策は、高度な仕組みでなくとも、全事業者が導入し、食品が
それによってカバーされることが重要であり、それぞれが考えた仕組みが確実に実行できる
ことで、責任ある食品管理を施すことが重要であると述べた。 
また、清水（2017）は、食品安全対策の一つである HACCP の普及が進まない原因は、「HACCP
に対する理解・認識不足」「人的資源の不足」「サポート体制が未整備」「取扱商品が多様で変
更頻度が高い業種では HACCPの導入は現実的ではない」「CCPが無い業態では PRPで対応可能」
にあるとした。 
さらに、進藤（2017）によると、小規模及び未発達企業は、HACCP の導入時だけでなく、
運用がスタートした後の自主的な継続のためにアドバイザーや食品衛生管理に関する情報交
換の場をサポート整備することが必要だと述べた。 
新山（2016）、清水（2017）、進藤（2017）により、食品安全に関する緊急事態対応の整備
促進には、事業者の知識不足や専門家のサポート不足、サポート環境等の問題は懸念される
ものの、新しい検査機の導入や最新の技術の導入する必要はなく、現在の環境で可能な対策
を紙ベースでも記録し保存することが重要であると言える。 
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2.3 食品企業の緊急時対応事例報告 
工藤(2008)によると、タカナシ乳業株式会社では、製造現場にて事故が起こった場合とク
レーム発生の場合の 2 パターンで緊急事態対応のフローチャートがある。このフローチャー
トには、出荷停止の場合など、連絡すべき箇所に情報が伝わるよう、緊急連絡先がある。品
質保証部内にお客様相談室が設置されており、クレーム発生の場合には、品質保証部にクレ
ーム情報が集まり、品質保証部が情報を社内外に発信しながらクレーム対応する。また、事
態によっては、出荷停止や回収の措置が定められており、社告やマスコミ対応など想定され
る対応についてフローチャートが用意されている。さらに、速やかな情報伝達や出荷停止の
範囲確定に関するが予行演習が行われていることが特徴だと工藤（2008）は述べた。 
また、タカナシ乳業では、工場間の情報共有システムが確立されている。例えば、A 工場
で事故やミスが発生した場合、事故の詳細や対策を事故情報として他の工場へ共有される。
これは事故情報だけでなく、良い取り組みについても共有がさており、全工場で対策強化や
対策向上が図れる仕組みだと思われる。 
次に、コープこうべでは、組合員の苦情は、お客様相談室に相当するコープベルと現場所
属（店舗や配達員、共同センター）が受ける。コープベルで受けた苦情は、現場所属に情報
が集まる仕組みであり、現場所属が組合員の対応を行う。現場所属は、事故品を預かった後、
被害の様子を専用用紙に詳細を記入し、総合品質保証室と商品部へ FAX で共有される。事故
品は自社の商品検査センターへ送られるが、内容によってはメーカーへ連絡し調査を依頼す
るケースもある。検査・調査で妥当な結果が出れば組合員へ報告される。 
コープこうべの緊急事態は、①重篤な健康危害の発生、②違法・違反の告発、③取引先か
ら重篤な健康危害や社会問題になる売る問題の連絡が受けた場合、④基準値を超えた最近や
残留農薬が検出された場合を指す。これらの事態が発生した場合には「緊急品質保証会議」
が設置され、対応方法が検討される。「緊急品質保証会議」の事務局は総合品質保証室が運営
を行うこととなっており、情報伝達の緊急連絡先を記載した連絡網の用意がされている。  
これら２つの企業の特徴をまとめると、次のことがあげられる。 
・クレームは、品質保証部など担当部署に情報が集約され、対応窓口となる部署が決められ
ている 
・小売業では、実際に接客する現場担当者が情報の集約を行い、対応を行う 
・製造停止、製品回収などが必要となった場合の対応はフローチャートが設けられている  
・フローチャートには社告やマスコミ対応も想定されている 
・フローチャートが有効であるかを検証するために、予行演習が行われる 
・緊急事態対応が必要と判断した場合には緊急事態対応専門の組織が編成され、その組織が
主体となり対応を検討する 
・緊急連絡先の用意がある 
 
2.4 山本による食品事故発生時の作業原則 
2.3 食品企業の緊急時対応事例のように、食品回収の方針や危機管理の実務上の提言は一
部の研究では確認できる。しかし、食品企業の危機管理に特化し体系的に示され、さらに有
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効性の検証が行われた研究は少ないが、山本（2012）は、食品汚染事故発生時に食品製造業
者が実施する危機管理の作業原則の研究の中で食品企業による危機管理の作業手順を体系的
に示した。山本（2012）が示す食品企業による危機管理の作業手順は、英国食品基準庁、カ
ナダ食品検査庁、米国農務省食品安全検査局、新山（2008）と大手酒類製造事業者 2 社の聞
き取り調査から構築されたものある。山本（2012）が構築した食品企業による危機管理の作
業手順を図 9 に示す。 
 
 
出所：食品汚染事故発生時に食品製造業者が実施する危機管理の作業原則（山本 2012） 
図 9 食品企業による危機管理の作業手順 
 
山本（2012）は食品企業による危機管理の作業手順を構築するにあたり、大手酒類製造事
業者 2 社の取組を参考にし、特に次の 4 つの点が重要だと述べた。 
 
１.不適合品に関する情報の品質保証部門へ統合方法 
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２.緊急事態対応の必要性の判断方法 
３.汚染範囲の特定方法 
４.情報の開示 
 
山本（2012）によると、「１．不適合品に関する情報の統合方法」は、品質保証部門へ統合
すべきであるが、大手酒類製造事業者の 1 社に習い、リスク管理部門へその情報を統合する
と同時に、他に情報の共有が必要な部門へ電話にて情報伝達を行う方法である。さらに、山
本（2012）は、他部門へ同時に情報を共有することで、情報統合中でも、担当部門が危機管
理に必要な作業を滞りなく着実に実施できると述べる。しかし、時間のロスがなく迅速に対
応が可能であるが、複数の部門に電話での情報共有は、最新情報の共有や連絡漏れなど、ミ
スが発生する場合も想定できるだろう。また、中小企業では、ワンフロア内に事務所があり、
事務所は工場と隣接している可能性が高いと考えられることから、責任者を招集し、一度に
情報共有を行うことが正確でタイムリーな情報を共有できる可能性が高い。 
「２．緊急事態対応の必要性の判断方法」について、山本（2012）は、汚染様態特定調
査は、様態が直ちに判明しないケースも想定でき、「汚染様態の特定が進まないときのために
別の判断基準を用意し、確実な根拠に欠けても、緊急事態対応の必要性を判断できるように
しておくことが不可欠」と指摘する。汚染物質の特定を待っていてからの対応では、緊急性
を要する場合に、時間のロスが被害拡大を招くことも想定される。汚染物質の特定に頼るだ
けでなく、類似する苦情件数や、危険性が高い苦情・問い合わせだと判断する基準を設ける
ことが、迅速に解決するための 1 つの方法だと言えるだろう。 
「３．汚染範囲の特定」について山本（2012）は、大手酒類製造事業者 1 社に習い、最初
は定める範囲を仮として広く定め、汚染の様態が明らかになるにしたがい、その範囲を小さ
くするという方法は範囲特定の遅れを防ぐための方法であるとし評価する。 
最後に「４．情報開示」については、健康被害の拡大を抑制し、消費者との信頼関係を守
ることが重要であるため、情報を隠さず正確に伝えることが重要である（山本 2012）と示し
た。企業が情報を隠す意識がなくても、情報を公開しなければ、隠ぺい体質を疑われ、社会
の信用を失墜するリスクが大きなダメージになることを考慮したためと山本（2012）は述べ
る。 
山本（2012）によると、図 9 の食品企業による危機管理の作業手順は、大手酒類製造事業
者 2 社の例も参考に作成されており、大手酒類製造事業者 2 社では有効であるとする。しか
し、取り扱う製品の特性や企業規模により適用は異なる可能性があることが述べられ、検証
の必要を示唆する。食品企業における危機管理の作業手順は、本研究で企業の危機管理手順
を検討する際に参考になると考えられる。しかし、山本（2012）では、中小企業が危機管理
マニュアルを作成するための具体的な手順や方法については触れられていない。 
 
2.4 食品企業の事故対応マニュアル作成のための手引き 
 食品企業の実務的な製品回収マニュアル作成については、ガイドラインとなる「食品企業
の事故対応マニュアル作成のための手引き（平成 28 年改訂版）」（一般財団法人食品産業セン
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ター 2016）がある。「食品企業の事故対応マニュアル作成のための手引き（平成 28 年改訂版）」
は、食品事故発生時に、誤った対応だけでなく、適切な対応取った場合でも、企業経営に悪
影響を及ぼす場合があり、そのような事態に陥らないために、あらかじめ事故発生時に生じ
る事態に備えて対応をマニュアル化し、事故の拡大防止のために備えておく必要があるとす
る。食品事故対応マニュアルは事故発生時のみだけでなく、平常時の対応から事故が収束し
消費者の信頼を取り戻すまで全て含ませておく必要があると述べており、この範囲は山本
（2012）が示す危機管理と同様の範囲である。そこで、山本（2012）が大手酒類製造業の危
機管理等を参考に導かれた「食品企業による危機管理の作業原則」と「食品企業の事故対応
マニュアル作成のための手引き」を比較する（表 5）。 
「食品企業の事故対応マニュアル作成の為の手引き」では、企業にとってのリスク管理の
重要性や食品事故の防止とその対策、そして食品事故の拡大防止と発生時の対応が記されて
おり、製品回収に関しては第三章に記される。表 5 は、「食品企業の事故対応マニュアル作成
の為の手引き」の第 3 章となる「食品事故の拡大防止と発生時の対応」を抜粋しており、表
左の番号は第 3 章の 3 項から 6 項に対応する。 
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表 5 食品企業の事故対応マニュアル作成のための手引きと山本（2012）の比較 
食品企業の事故対応マニュアル作成のための手引き
（平成 28 年改訂版） 
山本（2012） 
3  事故発生時の初期対応  
(1) 
事象を「事故」としてとらえることができる
感度と情報ルート 
危機発生探知の事前準備 
(3) 事実確認 危機発生探知：不適合品に関する情報の把握
と統合・共有 
危機発生探知：緊急事態対応の必要性の判断 
(4) 
事実確認結果の整理と監督官庁への届け出提
出 
(5) 製品回収の考え方  
①  基本的な考え方 
危機発生探知：緊急事態対応の必要性の判断 
②  食品事故の重要度の分類 
③  初期対応フロー 
緊急事態対応：汚染製品の範囲の決定 
緊急事態対応の事前準備：トレーサビリティ
の確保、製造記録の保持 
汚染様態特定調査の事前準備 
4  重大な食品事故が生じた際の対応  
(1) 組織体制の設置 
危機発生探知：タスクフォースの招集 
緊急事態対応の事前準備：緊急事態対応を主
導する組織の編成 
(2) 初期対応  
①  事実確認および確認事項の整理 （記載なし） 
②  製品回収の判断および回収計画 
緊急事態対応：必要な措置の決定 
回収・撤去の進捗状況の確認 
回収・撤去した製品の管理処分 
(3) 原因究明 是正措置：危機発生の原因の解決 
(4) 
広報、お客様相談室等、外部と直接関係する
部署への対応 
（記載なし） 
(5) 
従業員、派遣・契約社員等、同じ会社で働く
人への対応 
（記載なし） 
(6) 被害者への対応 （記載なし） 
(7) 所轄の保健所等の行政への対応 危機発生探知：権限機関への通報と連携 
(8) 各種報道機関への対応 
緊急事態対応：情報開示 
緊急事態対応の事前準備：プレスとの想定問
答の作成 
(9) 消費者への対応 緊急事態対応：情報開示 
(10) 流通、取引先への対応 （記載なし） 
(11) 関係する業界、団体への対応 危機発生探知：権限機関への通報と連携 
5  危機収束段階の活動  
(1) 再発防止のための見直し （記載なし） 
(2) 信頼回復のための活動と広報 （記載なし） 
(3) 危機対応の事後評価 
是正措置：危機管理の反省の抽出 
(4) 製品回収を実施した場合の状況整理 
 
「食品企業の事故対応マニュアル作成のための手引き」と 15 項目が対応しているが、山本
（2012）では特に言及されていない項目を下記に示す。 
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4．重大な事故が生じた際の対応 
(2)初期対応①事実確認及び確認事項の整理 
(4)広報、お客様相談室等、外部と直接関係する部署への対応 
(5)従業員、派遣・契約社員等、同じ会社で働く人への対応 
(6)被害者への対応 
(10)流通取引先への対応 
5.危機収束段階の活動 
(1)再発防止のための見直し 
(2)信頼回復のための活動と広報 
  
山本（2012）の食品企業による危機管理の作業原則は、社外対応が明示されていない点に
注目したい。本研究における危機管理は「消費者の健康被害の抑制と企業の信頼を取り戻す
ためのマニュアル」と位置付けるため、「4.(4)広報、お客様相談室等、外部と直接関係する
部署への対応」「(6)被害者への対応」「(10)流通取引先への対応」「5.(2)信頼回復のための活
動と広報」を含む必要があると考える。「4.(5)従業員、派遣・契約社員等、同じ会社で働く
人への対応」では、数名から数百名の従業員を持つ中小企業は、現場の品質管理や製造担当
の従業員が多いことが想定される。製造現場における事故再発防止のためには、従業員へ確
認事実、対応方法等を周知する必要があり、事故原因の削除や事故が発生しにくい仕組みづ
くり（食品産業センター 2016）を製造現場に合わせ施す必要があると言えるだろう。 
 
2.5 水産加工業のクレーム対応 
水産加工業を対象にした研究では、戸波（2016）が、中小水産加工業者を対象に、実効性
のある品質管理を行うための優先すべき管理ポイントを明らかにする研究を行い、品質管理
に関する二者監査による実地点検と管理者による自己点検の結果を比較した。その結果、二
者監査と管理者による自己点検では、評価に乖離があることが示された。戸波（2016）は、
「中小水産加工場の管理者は、大手水産加工と比較し、品質管理の意識、知識が低いことの
自覚はなく、根拠のない自信を持っている」と指摘し、管理者と従業員の品質管理意識の乖
離の解消、他社の事故情報や消費者の要求に対する認識不足の解消、管理者や従業員の品質
管理に関する力量の向上を行うことが、実効性のある品質管理を行うためのポイントだと述
べた。二者監査と管理者による自己点検をチェック項目別で比較すると、クレーム管理につ
いての乖離は 13.7％であり、「クレーム回収の手順やルールを定める企業は少ない」と戸波
（2016）は指摘する。 
また、図 10 には戸波（2016）が示す企業別にみるクレーム管理に関する自己点検結果と二
者監査結果の乖離状況を示す。売上高が 30 億円超と大きく、従業員数 100 名以上の企業は、
監査者による実地点検の評価が高く、自己点検の評価は低いことによる乖離が大きい。一方、
売上高が 3 億円未満であり、従業員人数が少ない比較的小規模な企業は、監査者による実地
点検評価が低いのに対し、管理者による自己点検評価が高いことによる乖離が大きい結果で
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ある。また、品目別で比較すると、塩干・塩蔵加工品、前浜加工は、監査者による実地調査
の評価は低く、管理者の自己点検評価は高いことによる乖離が大きい。 
戸波（2016）によると、品質管理体制全体でも同様の結果であり、この結果について次の
ように分析した。 
① 大手量販店を販売先とする企業は、販売先による監査を受けることから、品質管理
体制の整備等は実施されている 
② 10 名未満の加工場は、交差汚染の防止、異物混入対策、防虫防鼠対策は全く対応で
きていない 
③ 塩干・塩蔵加工品は、量販店等の店頭で簡単な梱包（パック詰め）するだけで販売
されるという特徴がある。また、前浜加工品は、最終製品用の中間原料としての流
通量が多い特徴があることから、問題が発生した際にその販路の特定が困難で影響
が拡散する可能性がある 
  
 
戸波（2016）より 
図 10 二者監査と自己点検の乖離状況 
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2.6 小括 
第 2 章では、食品企業におけるリスクマネジメントとクライシスマネジメントについての
先行研究を整理した。先行研究を踏まえ、本研究における危機管理の範囲を定める。 
 
食品企業におけるリスクマネジメントは、健康に及ぼす悪影響を提言するための政策や規
則の立案であり、一般衛生管理や HACCP 等に相当する未然防止策である。 
一方で、クライシスマネジメントは、企業や組織に予期せず発生し、深刻な影響与える緊
急事態への対応を言う。食品企業にとって、食中毒や食品汚染事故、異物混入、誤表示発覚
などの食品事故が緊急事態であり、それらの対応を「危機対応」「緊急事態対応」と呼ぶ。 
危機管理の範囲は、研究者により様々だが、被害拡大だけでなく、事後の改善、再発防止
の実施と、これらの事前準備を行うこと（山本 2012,農林水産省ホームページ）や危害が発
生しないために日常的な未然防止策を前提に、危害が顕在化した直後からの対応（工藤 2008,
新山 2016）と言える。井上（2015）は、リスクコミュニケーションの観点から、企業や組織
に深刻な影響を与える事態であり即座に対応を必要とする有事を緊急事態とし、緊急事態の
拡大抑制と二次的危機の発生防止に取り組むことを危機管理の範囲と定めた。 
しかし、食品分野における食品事故に対する研究は少なく、食品安全管理システム整備や
研究の遅れについて、新山（2016）は「表示至上主義」「製品検査万能主義」「技術至上主義」
に原因があると指摘した。新山の示す 3 つの主義により食品安全は守られるという考えや、
最新の技術の導入が必要だという誤解により、緊急事態対応の整備や食品安全管理システム
の整備に遅れが生じると言えるだろう。 
食品企業の危機管理については、工藤（2008）と山本（2012）により、一部大手食品製造
業、小売業の危機管理の体制が明らかとなった。山本（2012）は、大手酒類製造業の危機管
理体制等を参考に「食品企業による危機管理の作業原則」を構築したが、製品回収マニュア
ル作成方法を作成する具体的な手段や方法については述べられていない。 
一方、食品産業センター（2016）が示す「食品企業の事故対応マニュアル作成のための手
引き」は製品回収マニュアルを作成する方法について、実務に近い内容を示している。食品
企業の事故対応マニュアル作成のための手引き」と山本（2012）比較すると、山本の示す作
業原則には、社外対応が明示されていないことが確認できた。 
そこで本研究では、緊急事態対応を消費者の健康被害の抑制と企業の信頼を取り戻すこと
を目的に、事故発生から消費者、流通小売を含む社外対応、事後の是正措置までの対応手順
を予め想定し定め、実施可能な手順であるかの検証を行うことを危機管理の定義としたい。 
 また、水産加工業では、戸波（2016）により、回収手順やルールを定める企業が少ないこ
とが述べられた。緊急事態対応は、一般消費者向け商品を製造する企業での必要性が戸波
（2016）による示唆され、さらに大手小売店との取引がある中小水産加工業は取引先の監査
等により、緊急事態対応の整備がされているものと言える。これらを参考とし、クレーム管
理について検討すると次のように考えられる。 
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① 大手量販店との取引がある場合は、大手量販店の監査等により、緊急事態対応の体制と
製品回収マニュアルが整備される。 
② 10 名未満の企業は、緊急事態の体制と製品回収マニュアルが整備されていない。 
③ 塩干・塩蔵加工品は、大量に流通しており、さらに小売店で梱包されることから、緊急
事態となるような事故が発生した場合、加工業者まで遡って事故原因の確認が行われる
可能性が低い。このことから、緊急事態でも販路の特定が困難であることが前提と認識
されており、緊急事態の体制と製品回収マニュアルの整備はされていない。 
④ 一方、一般消費者向けの製品の製造販売を行う企業は、問題が発生した場合、製造者の
責任によりクレーム対応、消費者を巻き込んだ製品回収の責任を負う可能性があり、緊
急事態の体制と製品回収マニュアルが整備されている。 
 
また、清水（2017）や進藤（2017）述べるように HACCP の普及が進まない原因の一つは、
サポート体制の未整備であり、HACCP 導入後も含めたサポート体制を整備する必要がある。
緊急事態対応が整っていない中小水産加工業でも緊急事態対応や危機管理体制や製品回収マ
ニュアル策定に関するサポートや取組の足掛かりとして、参考となるテンプレートが必要と
言えるだろう。 
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第3章 目的および方法 
 
本章では、第 1 章における食品事故対応を取り巻く問題や第 2 章の先行研究を踏まえ、研
究の目的と課題、研究方法を述べる。 
 
3.1 研究目的 
本研究は、中小水産加工業において危機管理体制の構築を支援するため、製品回収マニュ
アル策定の経緯と課題を明らかにしたうえで、製品回収マニュアルテンプレートを示し、そ
の活用の在り方を明らかにすることを目的とする。 
 
3.2 研究課題 
中小水産加工業の食品事故対応マニュアルの在り方を明らかにし、中小水産加工業が食品
事故対応マニュアルを策定する要因とその課題を明らかにするために、以下の 3 ステップで
取り組む。なお、食品事故対応とは、製品の出荷停止・製品回収が必要となるような緊急を
要する重大事故とし以下、食品事故対応マニュアルを製品回収マニュアルとする。 
 
ステップ 1 製品回収を必要とする食品事故経験があり、ノウハウを持つ大手水産加工業 A
社にインタビュー調査を行い製品回収マニュアルの項目と内容を把握する。 
 
ステップ 2  ステップ 1 の結果と「食品企業の事故対応マニュアル作成のための手引き」（一
般財団法人食品産業センター）の妥当性を検証し、中小水産加工業者向けの製
品回収テンプレート案を作成する。 
 
ステップ 3 地方中小水産加工業 E 社及び G 社のインタビューからに中小水産加工業が、事
故対応マニュアル作成に至る経緯や課題、活用状況等の製品回収マニュアルの
実態を明らかにする。さらに、ステップ 2 で作成した中小水産加工業社向け製
品回収テンプレート案の実用性についてのインタビューを行う。 
 
3.3 研究方法 
本研究では、修正版グランデット・セオリー・アプローチ（M-GTA）を用いてインタビュー
分析行うこととする。グレイザーとストラウスによって考案された質的研究法のオリジナル
版グランデット・セオリー・アプローチは、木下康仁（2007）によって修正が施された。  
M-GTA は、社会現象を現象が生じる条件や要因、状況と結果である構造的側面と現象がど
のような方法で、どのような経緯からどう展開したのかというプロセス的側面という 2 つの
面から捉えようとするものである（戈木グレイグヒル滋子 2008）。 
本研究は、中小水産加工業において危機管理体制の構築を支援するため、製品回収マニュ
アル策定の経緯と課題を明らかにしたうえで、製品回収マニュアルテンプレートを示し、そ
の活用の在り方を明らかにすることが目的である。M-GTA による分析により、「製品回収マニ
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ュアルを作成する」という現象の構造的側面とプロセス的側面を明確にすることに合致する。
質的研究は、研究者がデータを解釈するため、研究者の関心や思考の傾向によりバイアスが
かかってしまう恐れがあり、注意が必要である。M-GTA による分析は、インタビューをテキ
スト化し、分析ワークシート作成と比較を繰り返し、新たな概念や解釈が出ない状態、理論
的飽和化を目指す。これにより抽出された概念の相互関係を捉え、現象の構造とプロセスを
明らかにするため、M-GTA でも客観性を維持することを注意し、分析を行う（木下 2007）。 
M-GTA による分析は次の順で行う（図 11）。 
インタビューは大まかな質問から可能な限り自由に発言してもらう方法である半構成的面
接法にて行う。半構成的面接法とは、対象者のペースに合わせ、自由に発言してもらうが、
話が大きくそれた場合は軌道修正を行いながらインタビューを進める方法である。質問のタ
イミングを考慮し、和やかな雰囲気でインタビューを行った。 
インタビューは承諾を得て録音し、録音データのテキスト化を行い、分析ワークシート作
成し理論的飽和を目指す。理論的飽和となった後、結果図の作成、ストーリーライン作成の
手順で行う。本研究で作成した分析ワークシートの一例を表 6 に示す。 
分析ワークシートは、テキスト化したインタビューの内容を具体例とし、その具体例に定
義を付け、さらに定義を抽象化し概念とする。 
 
進藤（2017）を参考に作成  
図 11 M-GTA 分析手順 
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表 6 分析ワークシート（例） 
概念№ 15 
 
概念 製品回収マニュアルは運用できなければならない 
定義 製品回収マニュアル（クレーム対応）は利用しなければ意味がない 
具体例 んー・・・どうなんでしょうね。あるだけでやらなければ意味もないですし。 
   
概念№ 16 
 
概念 ひな型に当てはめただけでは運用しない可能性 
定義 自分たちで作成しないと形骸化する 
具体例 そこです、私が言いたいのは。 
  
  
概念№ 12  
概念 経験からマニュアルを作成したこともある 
定義 
ISO 取得前は、何度も対応を行った経験から社内文書としてマニュアルを作成
していた 
具体例 何回も対応しているうちに社内の文章みたいに。 
  
 
概念№ 13  
概念 ISO に沿った製品回収マニュアルは運用できるのか 
定義 
ISO に沿った製品回収マニュアルは本当に運用可能なのか審査員が疑問に思っ
た 
具体例 
石田先生が中心となって ISO 事務局が何人かでしてますけど、実際審査来た人
は、本当にやってんの？みたいな 
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第4章 大手水産加工業 A 社の製品回収マニュアル実態調査 
 
 本章では、大手水産加工業 A 社にインタビューを行い、中小水産加工業向けの製品回収マ
ニュアルテンプレート案を作成する。 
 
4.1 調査目的 
本調査の目的は、大手水産加工業社 A 社インタビューから、A 社の製品回収マニュアルの
項目や内容を把握することである。 
大手水産加工業における製品回収マニュアル作成経緯と製品回収マニュアル記載項目を把
握し、中小水産加工業者向けの製品回収マニュアルテンプレート案の作成の参考とする。 
 
4.2 調査方法 
2017 年 10 月に大手水産加工業 A 社のインタビュー調査を行った。A 社インタビューは、事
前に本研究の研究概要と質問項目を記した用紙を配布し、質問項目に沿ってインタビューを
進めることしたが、調査対象者から出た話題やキーワードから内容を広げ、自由に回答をし
てもらう方法である半構成的面接法で行った。インタビューは、承諾を得て録音し、分析デ
ータとして使用した。インタビュー概要を表 7 に示す。 
 
表 7 A 社概要及びインタビュー概要 
日時 2017 年 10 月 6 日（金） 
場所 A 社 B 工場 
回答者 
B 工場 総合工場長 C 氏 
B 工場 品質管理担当 D 氏 
方法 半構成的面接法 
インタビュー
ガイド 
① 工場の概要（生産品や生産量・従業員数等）について  
② 規格基準（ISO や HACCP 等の取得時期・取得状況等）について 
③ 食品事故対応（連絡体制・内容・件数・判断基準等）について  
④ 食品事故発覚後の対応（対応の体制、フロー等）について 
⑤ 食品事故対応マニュアル（作成した経緯、参考にした資料、作成
者等）について 
⑥ 食品事故対応マニュアル作成後（有効性検証・食品事故対応マニ
ュアルの利用経験と評価・取引先等との共有等）について 
⑦ 中小水産加工業の製品回収マニュアルについて 
 
4.3 大手水産加工業 A 社調査結果 
2017 年 10 月に水産加工食品を製造販売する大手企業 A 社 B 工場（以下、B 工場）の総合工
場長の C 氏と品質管理担当の D 氏にインタビュー調査を行った。 
B 工場では、ちくわとカニフレークを生産する「加工食品第一工場」、ソーセージを生産す
る「加工食品第二工場」、焼きおにぎりやピラフ等の米飯を生産する「冷凍食品工場」、業務
用の調味料等を生産する「調味料第一工場」「調味料第二工場」の 5 工場からなる。B 工場に
30 
所属する従業員は約 600 名であり、配送や倉庫、お弁当のベンダー所属の協力会社従業員を
含めると約 1200 名の従業員が出入いりする工場である。A 社 B 工場の概要を表 8 に示す。 
 
表 8 A 社 B 工場概要 
従業員数 
B 工場従業員：約 600 名 
協力会社含む：約 1200 名 
食品安全 
・品質に 
係わる 
規格基準 
総合衛生管理製造過程（1999 年 2007 年） 
ISO9001（1999 年 1 月/2017 年 12 月返還予定） 
FSSC22000（2017 年 8 月） 
MSCCOC（2017 年 5 月） 
製造品 
ちくわ、カニフレーク、ホタテ水産練り製品、魚肉ソー
セージ、 
冷凍おにぎり・ピラフ等、業務用調味料 
生産重量 42,800ｔ（2016 年実績） 
 
4.3.1 品質保証体制 
B 工場は総合衛生管理製造過程を 1999 年と 2007 年に取得し、1999 年 1 月には ISO 9001、
2017 年 8 月に FSSC 22000 を取得（ISO9001 は 2017 年 12 月に返還予定）、MSCCOC を 2017 年 5
月に取得した。B 工場で製造される一般家庭向け商品（ちくわ・カニフレーク）は冷凍食品
を除き青森から名古屋の東日本地区のスーパー、コンビニエンスストア、ドラッグストアで
販売される。 
A 社では、2000 年雪印乳業の事件をきっかけに品質保証体系を確立し、中国餃子事件や井
戸水汚染水事件など、他社の事故・事件の発生に合わせ、社内の基準やルール作成、見直し
を行ってきた。社内基準やルールの見直しは、2002 年より月に１回開催される品質保証委員
会で協議されることとなる。品質保証委員会は、お客様から連続して寄せられる、品質に関
する苦情や問い合わせを協議し、品質保証基準の策定と見直しを行う。「品質保証委員会は、
今後問題と思われる品質上の課題、対応基準の他、お客様の声を吸いあげるコミュニケーシ
ョンとしても重要な位置づけだ」と D 氏は言う。さらに、包装袋が開けにくい、表示が分か
りにくい、子供でもだべられるのか、味がしょっぱい、等といった「もう一つ下の段階にあ
るご要望」に対する商品の改善についての協議を行うこともあるようだ。 
A 社の品質保証体制を図 12 に示す。 
31 
 
図 12 A 社品質保証体制図 
 
4.3.2 苦情・クレーム処理と緊急対応、製品回収基準書 
A 社では、全社横断的な製品回収マニュアルとなる、製品回収基準書がある。 
製品回収基準書は、2000 年 8 月、A 社の冷凍食品（a 製品）にハエが混入した問題をきっ
かけに作成された資料である。a 製品の問題による製品回収状況について、C 工場長は「a 製
品事件の際には、製品回収基準書のように、どう対応するのかという取り決めはなかったが、
当時、回収・社告だとなれば、各部署がそれぞれ動いていた。それぞれの動きや対応は早い
なと思い、連帯感を感じた」と話す。この問題が発生する以前から各部署ではヒヤリハット
等の経験を通して事故対応のノウハウが蓄積されていたが、社内で各部署が持つヒヤリハッ
ト等の経験やノウハウを体系化した文書の作成には至っていなかった。a 製品の問題を機に、
各部署が持つノウハウを集約し、マニュアルとして定めたものが製品回収基準書である。 
製品回収基準書は、A 社本社の品質保証部が作成した資料で、社内の横断的基準が記され
る資料である。文章 4 ページ、フローチャート 1 ページ、付属資料 3 ページの計 8 ページで
構成され、社内のイントラネット上の共有フォルダに保管され、A 社の社員であればアクセ
スできる仕組みである。但し、社外秘のデータであり、製品回収基準書をプリントアウトし
た場合には「社外秘・取扱注意」の文字が印字されることから、A 社にとって重要な書類で
ある。 
製品回収基準書では、製品回収の定義を「製品について社外に販売した後に欠陥が見つかり、
人の健康に影響を及ぼし、拡散の可能性があると判断した場合」と定め、告知による回収の
説明と追加情報の提供を行うことを基準に作成された。製品回収の考え方は、① 健康被害が
生じているか、② 法令違反となるか、③ 誤った情報提供を行ったか、④ 第三者による意図
的な加害の可能性があるか、⑤ 社会的信用の失墜となるか、の 5 点である。 
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A 社に対するお客様からの苦情は、① お客様サービスセンターに連絡がある場合、② 営業
が流通小売業から連絡を受ける場合、③ 工場に連絡が入る場合の 3 つのルートからは入る。
これらの情報は、一度、お客様サービスセンターに集約される。お客様サービスセンターに
集められた情報から生産工場が事実確認を行い、それに基づき回収の判断が下される。回収
を行わないと判断された場合は、通常対応と呼ばれる個別対応となる。 
お客様から寄せられた問い合わせは、データとして蓄積され、お客様からの問い合わせの
中に、類似する案件が複数蓄積された場合、「品質保証委員会」にて協議される案件となる。 
生産工場の事実確認から緊急性を要すると判断された場合、つまり回収が必要だと判断さ
れた場合には、生産工場の最高責任者が品質保証部長に状況を報告し、回収を起案する。そ
の後、品質保証部長が品質保証担当役員の承認を得て、事業担当役員、リスクマネジメント
担当役員へ報告し、社長に報告する手順である。社長が回収を判断すると、事故対策本部が
設置され、製品回収が開始となる。事故対策本部は、本部長が社長、副本部長がリスクマネ
ジメント部役員員、品質保証部役員、事業部役員となり、品質保証室室長、流通担当長、営
業所長、広報所長、お客様センター所長、総務部長、工場長で編成組織である。生産工場長
は、原因究明に注力するため、会議に出席することは難しく、実質、工場を統括する本社生
産推進部長が出席し工場との情報共有を担当することとなる。 
事故対策本部は、①回収対象範囲の決定、生産や在庫、出荷数、販売数の把握、②連絡す
べき社内部関係部署及び行政機関の決定、③回収方法、回収品送付先の決定と回収進捗管理、
④回収品の処理方法、処理責任部署の決定、⑤お客様、流通顧客、株主、行政機関へ情報提
供とその方法、⑥お客様対応、流通対応、Q＆A 作成、⑦回収結果の総括、原因究明と再発防
止策の実施、を協議決定する役割を持つ。これらの対応方法について、事前に詳細な対応方
法は決められてなく、回収、協議、決定、実施はほぼ同時進行で行われる。事故の内容や回
収原因により、事故対策本部の役割や協議内容に変更はない。 
回収終了の判断は、生産数、在庫数、出荷数が回収された数量と同じであることが確認さ
れ、回収を終了することが理想だが、全ての数量の一致が難しい場合には、回収対象品の賞
味期限を基準とし、お客様が喫食する可能性が低いと判断した場合に、回収が終了となる。   
また、A 社では、事故再発防止策の有効性検証が行われる。有効性確認は、本社の第三者
部署が調査を行う。再発防止策実施から調査までの期間はケースにより異なり、早ければ翌
日から最長でも半年の間に実施される。再発防止策の有効性が確認と製品回収が終了し、事
故対策本部は解散となる。 
以上の手順は製品回収基準書にフロー図として記される（図 13）。図中の点線内は、生産
工場の役割を示す製品回収要領書の内容であり、製品回収基準書に含まれる内容ではない。
製品回収要領書については、4.3.3 で詳述する。 
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（筆者作成） 
図 13 A 社製品回収に関する対応図（製品回収基準書） 
 
4.3.3 B 工場の製品回収マニュアル「製品回収要領書」 
製品回収要領書は、本社が作成した製品回収基準書をベースに作成された工場向けのマニ
ュアルである。 
製品回収が行われる場合、工場の役割は、事実確認と原因究明である。① 連絡を受信、② 
出荷先記録から範囲を特定、③ 工場長、品質管理委担当者による食品安全チームが中心とな
り回収チームを結成、④ 工場長による生産停止などの判断、⑤ 本社、保健所、東京都、関
東信越厚生局、規格認証機関へ連絡、となる。また、製品回収要領書には、原因究明の方法
や連絡先が記載されている。 
製品回収要領書は半年に一回の見直しを行うことが基本であるが、食品に関する事件・事
故が起こった場合や、新しい機械導入によるシステム変更、法律や社内基準の変更に合わせ、
リニューアルが行われ、前回から変更された箇所は、確認作業が行いやすいように赤字で記
載される。 
A 社の直営工場は国内に 4 つあり、製品回収要領書はそれぞれに定められているが、協力
会社を含むグループ工場でも類似するマニュアルの存在は、今回の調査では確認ができなか
った。しかし、A 社では、A 社ブランド商品を製造する際の工場管理基準で製品回収要領書や
それに類似するマニュアル作成を規定されているため、取得済の協力企業やグループ工場で
あれば、マニュアルはあるはずだと工場長は話す。 
A 社 B 工場の製品回収要領書に記される体制図を図 14 に示す。 
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（筆者作成） 
図 14 A 社 B 工場製品回収に関する対応図（製品回収要領書） 
 
4.3.4 中小水産加工業製品回収マニュアルテンプレート案  
中小水産加工業での製品回収マニュアルについてどのようなものが必要かについて、工場
長 C 氏に尋ねたところ、「しっかりしたマニュアルでなくてもいいと思うんですよね。例えば
A4 一枚に体制図と連絡先が入っていれば十分」と話す。連絡先が明確となっていることで、
連絡漏れを防ぐことができるだけでも製品回収を十分に実施できると考えられるためである。 
そこで、中小水産加工業向け製品回収マニュアルテンプレート案の作成を行うため、「食品
企業の事故対応マニュアル作成のための手引き」と大手水産加工業 A 社の食品事故対応の比
較を行った。これを表 9 に示す。なお、表左の番号は、「食品企業の為の事故対応マニュアル
作成のための手引き」の第 3 章 3～5 項に対応する。 
A 社の食品事故対応について、今回の調査では未確認となった箇所はあるが、食品企業の
事故対応マニュアル作成のための手引きに沿って 22 個の項目を比較したところ、18 の項目
で一致が見られた。 
「食品企業の事故対応マニュアル作成のための手引き」を記した一般財団法人食品産業セ
ンターの職員は、食品に関する大手企業に所属する社員が複数社より出向している実態があ
り、大手企業の食品事故対応を参考に示された手引きであることが考えられる。A 社におけ
る製品回収マニュアルは、自社の経験に基づき作成された経緯であることから、この手引き
を参考に作成されたかは確認できていないが、多くの食品企業が食品事故対応マニュアル作
成の参考にしている可能性がある。 
A 社のインタビューと、「食品企業の事故対応マニュアル作成のための手引き」を参考に、
A 社の食品事故対応の比較を踏まえて、中小水産加工業向け製品回収マニュアルテンプレー
ト案を作成した。これを図 15 に示す。 
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表 9 食品企業の事故対応マニュアル作成の為の手引きと A 社食品事故対応の比較 
  
食品企業の事故対応マニュアル 
作成のための手引き 
（平成 28 年改訂版） 
大手水産加工業 A 社 
3  事故発生時の初期対応  
(1) 
事象を「事故」としてとらえること
ができる感度と情報ルート 
お客様サービスセンター、品質保証委員
会 
(3) 事実確認 
製品回収基準書内記載 
（担当：生産工場） 
(4) 
事実確認結果の整理と監督官庁へ
の届け出提出 
未確認 
(5) 製品回収の考え方  
① 基本的な考え方 製品回収基準書内記載 
（回収判断、判断基準） ② 食品事故の重要度の分類 
③ 初期対応フロー 
製品回収要領書内記載 
（出荷先記録照会） 
4  重大な食品事故が生じた際の対応  
(1) 組織体制の設置 事故対策本部設置 
(2) 初期対応  
① 事実確認および確認事項の整理 事故対策本部 
② 製品回収の判断および回収計画 事故対策本部 
(3) 原因究明 生産工場（製品回収要領書） 
(4) 
広報、お客様相談室等、外部と直接
関係する部署への対応 
事故対策本部 
(5) 
従業員、派遣・契約社員等、同じ会
社で働く人への対応 
未確認 
(6) 被害者への対応 未確認 
(7) 所轄の保健所等の行政への対応 製品回収要領書 
(8) 各種報道機関への対応 事故対策本部にて決定 
(9) 消費者への対応 事故対策本部にて決定 
(10) 流通、取引先への対応 事故対策本部にて決定 
(11) 関係する業界、団体への対応 製品回収要領書内記載 
5  危機収束段階の活動  
(1) 再発防止のための見直し 再発防止策の有効性確認 
(2) 信頼回復のための活動と広報 未確認 
(3) 危機対応の事後評価 事故対策本部にて協議・決定 
(4) 
製品回収を実施した場合の状況整
理 
事故対策本部協議 
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図 15 中小水産加工業向け製品回収マニュアルテンプレート案 
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第5章 中小水産加工業 E 社の製品回収マニュアル実態調査 
 
 本章では、中小水産加工業 E 社へインタビューを実施し、製品回収マニュアル作成に至る
経緯や活用状況を調査し、第 4 章で作成した製品回収マニュアルテンプレート案の実用性を
確認する。 
 
5.1 中小水産加工業 E 社調査目的 
中小水産加工業 E 社へインタビューを実施し、製品回収マニュアル作成に至る経緯や活用
状況を調査し、第 4 章で作成した製品回収マニュアルテンプレート案の実用性を確認する。 
 
5.2 中小水産加工業 E 社調査概要 
2017 年 11 月、地方中小水産加工業者 E 社代表取締役社長 F 氏にインタビュー調査を行っ
た。E 社の調査概要を表 10 に示す。 
 
表 10 E 社インタビュー概要及び企業概要 
日時 2017 年 11 月 4 日（日） 
場所 東京海洋大学 研究室 
面談者 E 社 社長 F 氏 
目的 
① 製品回収マニュアル作成の経緯、活用状況の把握 
② 製品回収マニュアルテンプレート案の実用性確認 
方法 半構成的面接法 
インタビュー
ガイド 
① 工場の概要（生産品・生産量・従業員数・主要取引先等）につ
いて  
② 規格基準（ISO や HACCP 等の取得時期・取得状況等）につい
て  
③ 食品事故対応（連絡体制・内容・件数・判断基準等）について  
④ 食品事故発覚後の対応（対応の体制、フロー等）について 
⑤ 食品事故対応マニュアル（作成した経緯、参考にした資料、作
成者、管理方法等）について 
⑥ 食品事故対応マニュアル作成後（有効性検証、・食品事故対応マ
ニュアルの利用経験と評価・取引先等との共有等）について 
⑦ 食品事故対応マニュアルの項目について 
⑧ マニュアルがあることのメリット、デメリットとなる点につい
て 
⑨ 製品回収マニュアルテンプレート案について 
 
5.3 調査結果 
E 社は、四国地方にて魚のフライ、唐揚げや竜田揚げ等の半調理済み食品を中心に製造を
行う企業である。半調理済み食品の他に瓶詰商品の製造も行い、売上 7,800 万（2017 年 2 月
決算）、従業員 12 名（パート含む）の中小企業である。E 社の企業概要を表 11 に示す。 
録音したインタビューをテキスト化した結果、21,863 文字のテキストを得た。テキスト化
で得られたデータから M-GTA の分析方法に沿って概念化を行い、233 枚の「分析ワークシー
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ト」を作成した。2.3.3 の分析ワークシートから次節で詳述した手順により、60 個のカテゴ
リを生成しその中から、本研究に関する 20 個のカテゴリを分析の対象とした。 
 
表 11 E 社企業概要 
従業員数 12 名 
製造品 半調理済み食品、瓶詰め食品 
食品安全 
・品質に 
係わる 
規格基準 
自治体 HACCP（2016 年） 
売上 7,800 万円（2017 年） 
 
5.4 カテゴリ化 
5.3 で生成された概念を類似する概念毎にまとめ、カテゴリを生成した。そのカテゴリに
他の概念は含まれないか、新たなカテゴリの生成はないかの検討を行いながら、類似する概
念をまとめ、それらの概念の意味することの要約を行い 60 個カテゴリに分類した。その中か
ら、本研究に関する 20 個のカテゴリ一覧を表 12 に示す。なお、表 12 の概念№は、添付資料
の分析ワークシートと対応する。（E 社分析ワークシートは添付資料を参照） 
 
表 11 E 社カテゴリ名一覧 
№ カテゴリ 概念№ 概念 定義 
1 
安全、安心、
オーガニック
にこだわる小
売り 
1 主要取引先 3 社 
関東個人宅配、関西個人宅配、地方
個人宅伯が取引先 
2 
認証制度をアピ
ールしたがる取
引先 
関東個人宅配は MSC 認証ラベルを表
示したがる 
3 
販売目的の認証
ラベル 
認証ラベルは担当者が売りたいため
に欲しい 
4 
求められる取引
条件は衛生面で
はない 
取引先は衛生基準よりも農薬や養殖
等の基準が主になる 
2 
取引先から求
められる取引
条件 
5 
取引先から漁獲
船の特定を指示
される 
取引先に原産地証明、買い付け証明
を提出する意味が分かった 
6 厳しい取引条件 
取引先は一般の生協よりも基準は厳
しい 
3 
HACCP の必要
性 
8 
現在 HACCPは販売
者のためにある 
HACCPを知っている消費者は少なく、
販売者のお守りである 
9 
HACCP は必要であ
る 
国際基準の HACCP まではいらない
が、取り組むべきだと思う 
10 
事故原因の特定
が可能な記録が
ある 
HACCP に基づき記録があるので、事
故原因の特定が可能 
4 HACCP の義務 11 HACCP 義務化 近々HACCP は義務化になる 
39 
化 
12 
義務化になれば
消費者が HACCPを
必要とする 
消費者が HACCP を求めだす 
13 
義務化になるこ
とがきっかけで
HACCP 取得 
義務化になるから、理解を深めて実
施できるように早めに取得した 
14 
HACCP 取得済みで
義務化の時は楽
ができる 
義務化の時に焦らないで実施できる 
5 
製品回収マニ
ュアルの形骸
化 
15 
製品回収マニュ
アルは運用でき
なければならな
い 
製品回収マニュアル（クレーム対応）
は利用しなければ意味がない 
176 
ひな型に当ては
めただけでは運
用しない可能性 
自分たちで作成しないと形骸化する 
6 
取り引き先と
の自社事故の
対応 
20 
一報を受けた後
の出荷数確認 
取引先から一報を受け、出荷数、注
文数を確認 
21 被害範囲の数量 400 分の 1 で発症 
22 
回収決定後の対
応方法 
対象商品全回収または廃棄の案内 
23 
検査依頼先は付
き合いがある検
査機関へ依頼 
普段付き合いのある検査機関へ検査
の依頼 
24 
事故を起こした
製品の製造は一
切しない 
事故となった製品は製造しないとの
決断 
25 事故経験の伝達 
自社の事故経験を従業員へ周知し注
意を促す 
26 
被害者宅へお詫
びに行く 
被害者に面会を断られてもお詫びに
行く 
27 PL 保険を利用 PL 保険を利用 
28 
被害者へのお詫
び 
被害者自宅へ出向いてお詫び 
29 
自社の取組意識
を認めてもらう
ための手段 
被害者を工場へ招待し、自社の取組
を見てもらう 
30 
被害者家族の怒
りは大きく対応
は冷たい 
自分も子供がいるからわかるが被害
者の怒りは大きく冷たい態度 
31 
取組内容を見る
ことで、被害者の
意識が変化する 
工場を案内することで、被害者の理
解を得ることができ、その後のつな
がりもある 
32 
事故の経験はな
い 
事故はない 
7 
自社事故の発
生 
17 
安易に干物を製
造 
ソウダガツオの干物を自宅用感覚で
製造 
18 被害者の症状 
被害者がヒスタミン中毒で診察を受
ける 
40 
19 
自社事故につい
て保健所からア
ドバイスを受け
る 
被害者発生割合数により、営業停止
の必要はないと保健所より助言を受
けた 
8 
製品回収マニ
ュアルの作成 
33 
HACCP 取得と同時
に製品回収マニ
ュアルを作成 
HACCP 取るのと並行して製品回収マ
ニュアルを整備 
34 
製品回収マニュ
アル作成の経緯 
HACCP 取得により、自社オリジナル
の製品回収マニュアが必要 
9 
製品回収マニ
ュアルは万が
一の備え 
35 
製品回収マニュ
アルは備え 
製品回収マニュアルは、いざという
時の備え 
36 
製品回収マニュ
アルは慌てない
ために 
製品回収マニュアルがあれば慌てな
い 
10 経営者の意識 
37 
自社問題への経
営者意識 
自社の問題を見つけた場合の経営者
の安全に対する意識 
38 
従業員と責任者
の意識乖離 
自分（社長）ほど危機意識をもって
いる従業員はいない 
39 
従業員と責任者
の意識乖離 
製品回収マニュアル作成前の課題は
従業員の低い危機意識 
11 
他社事故への
接触 
40 
他社の事故事例
を見て、自社の事
故に対する危機
感を持った 
取引先の講習会に参加し、他社の事
故事例を見ることで事故への危機感
を持った 
41 
他社事例により
自社の見直し 
他社事例により自社の現状を確認 
12 
事故は倒産に
繋がる 
42 
事件により倒産
の可能性 
事故が発生すれば、会社は倒産する
可能性がある 
13 
衛生的危機 
意識 
43 
自社事故により、
ヒスタミンにつ
いて学ぶ 
自社事故を機に食品製造販売の責任
を学ぶ 
44 
自社事故を機に
食品製造販売の
責任を学ぶ 
自社事故をきっかけに食品製造と販
売に責任があることを実感 
45 
事故原因の知識
を習得 
事故原因について理解を深める 
46 事故発生の時期 創業 5 年目に事故発生 
47 自社事故の発生 
ヒスタミンの事故を起こした経験が
ある 
14 
取引先の資料
を参考 
48 
取引先のクレー
ム対応を参考 
取引先のクレーム対応を参考に自社
のクレーム対応を検討 
15 
経営的危機 
意識 
49 
差別化が目的で
HACCP を取得 
HACCP 取得理由は差別化 
50 
取引条件に満た
ない旧加工場 
旧加工場では関東個人宅配と取引で
きない 
51 
売上を上げるた
めに新加工場を
建設 
ワンフロアですべて作業していた
が、手狭になった 
41 
52 
新加工場建設の
決心に時間がか
かった 
新加工場建設までに約３年悩み決意
した 
53 
HACCP 対応の工場
設計にアドバイ
ザーと取引先が
関与 
新加工場はアドバイザーと関東個人
宅配の指導を受けながら設計 
16 
アドバイザー
制度の活用 
54 
HACCP 作成に他県
のサイト等を参
考にする 
他県のサイト等を参考に、自社流
HACCP を作る 
55 
アドバイザーか
らのアドバイス
を聞き入れる 
アドバイザーが東京都 HACCP を参考
にすることを進める 
56 
ワークショップ
の講習が分かり
やすく理解がで
きた 
大日水産の講習会はワークショップ 
57 
講習会によって
理解度が異なる 
大日水産の講習は、ハザード分析の
仕方が分かりやすい 
58 
講習会への積極
的な参加 
講習会に参加し勉強する 
59 
ワークショップ
はキツイがため
になった 
ワークショップはキツイがためにな
った 
60 
アドバイザー制
度を有効活用し
た 
アドバイザーを無料で何回も利用で
きる制度を利用 
61 
アドバイザー制
度の有効活用し
た 
アドバイザーに現場を見てもらい指
導を受けた 
62 
アドバイザーの
有効活用 
わからないことはアドバイザーに質
問をする 
63 
全従業員がアド
バイザーに指導
を受ける 
アドバイザー制度を利用する日は工
場を停止し全従業員で質問をする 
64 
HACCP 取得後も積
極的に質問を行
う 
HACCP 取得後もアドバイザー制度を
利用し質問をする 
65 
アドバイザー制
度を利用しない
企業への疑問 
アドバイザー制度をなぜ利用しない
のか 
66 
アドバイザーは
地方自治体が用
意し利用 
アドバイザーは県が用意し利用 
67 
アドバイザーが
気にかけてくれ
た 
アドバイザーへ質問することで、ア
ドバイザーが気にかけてくれた 
17 
ひな型により
楽できる 
70 企業は楽を選ぶ 
ひな型は考えなくて良いから企業は
飛びつく 
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71 ひな型＝楽 ひな型は簡単 
68 
ひな型で簡単に
作業できる 
ひな型があれば簡単だと思った 
69 
ひな型があると
簡単に取得でき
る 
ひな型があると HACCP の知識なしに
取得で来てしまう 
18 
危機感を維持
する工夫 
72 
従業員の危機意
識構築 
クレーム内容を共有することが従業
員の危機意識を高める 
73 
危機感を持つた
めに危機管理体
制を掲示する 
危機管理体制を周知することで従業
員がどう思うか 
74 
従業員への共有
方法は回覧 
お客様の声は休憩室で回覧可能 
75 
お客様意見は従
業員へ共有 
お客様からの意見はすべて従業員に
共有する 
76 
従業員への周知
手段は回覧 
FAX を従業員へ回覧 
77 
お客様ご意見か
ら従業員へ注意
を促す 
お客様のご意見は注意するように従
業員へ周知 
19 
取引先の製品
回収マニュア
ルを利用 
78 
取引先マニュア
ルを利用した経
験 
取引先のマニュアルに沿って対応し
てきた 
79 
事故時は取引先
のマニュアルを
利用 
事故の対応は取引先のマニュアルに
沿って対応 
81 
取引先の製品回
収マニュアルを
利用 
事件が起これば返事をする必要があ
るため、大手企業と取引がある場合
は取引先の製品回収マニュアルを利
用 
82 
取引先の製品回
収マニュアルを
利用 
自社の製品回収マニュアルはある
が、取引先のマニュアルを利用する 
83 
取引先への報告
書で十分な対応
が可能 
BtoC が少ないため、取引先の報告書
で十分に対応可能 
84 
取引先の報告書
を利用して返答 
取引先のマニュアルに原因と対応策
を記入し返答 
85 
クレームに対す
る返金方法の違
い 
クレームについて返金方法は企業に
より異なる 
20 
地元産食材を
利用した商品
開発で大手と
差別化 
7 
大手企業との差
別化は地元産を
利用すること 
国産（地元）の食材を利用しないと
大手企業とは戦えない 
86 
捕獲した船の特
定は地元のため
すぐに可能 
地元の漁協を利用しているので捕っ
た船がどれなのかわかるからラベル
は不要 
43 
87 
船の特定ができ
ることで事故原
因の特定につな
がる 
船上での鮮度管理について問題が起
こったときに船が特定できること 
 
 
5.5 結果図 
5.4 により得られたカテゴリから、それぞれがどのような要因、相互関係の上に成り立っ
ているのかを結果図（図 16）に示し、E 社が製品回収マニュアル作成した要因と製品回収マ
ニュアル活用のポイントについてまとめる。 
5.3 で得られたカテゴリは 60 個であるが、製品回収に関する 20 個のカテゴリを対象とし
ており、①～⑲は、製品回収に関する 20 個のカテゴリ名である。点線内は、E 社の製品回収
マニュアルの位置づけ、二重線内は製品回収マニュアル作成の経緯、実線内は製品回収マニ
ュアル作成の課題の 3 つに分けられている。矢印は、影響を与える方向を指し、両矢印は対
象関係を指す。 
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図 16 E 社インタビュー結果図 
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5.6 ストーリーライン 
関係を示した結果図をもとに現象のプロセス、関係性を体系的に説明するストーリーライン
を作成した。このストーリーラインは E社のインタビューで得た製品回収マニュアル作成の経
緯、製品回収マニュアルの位置づけ、製品回収マニュアル作成の課題を表したものである。 
 
〔ストーリーライン 製品回収マニュアル作成の経緯〕 
E社は「⑳地元産食材を利用した商品開発で差別化」を目的にしており、「①安全、安心とオ
ーガニックにこだわる小売」を主要取り引き先に持つ、中小水産加工業である。 
過去の「⑦自社事故の発生」では、「⑥取引先との自社事故対応」を行い、「⑲取引先の製品
回収マニュアルを利用」し、対応を行った。「⑦自社事故の発生」経験や「④HACCPの義務化」
「②取引先から求められる取引条件」「⑪他社事故事例への接触」が「⑩経営者の危機意識」
に影響を与えた。「⑩経営者の危機意識」には「⑮経営的危機意識」と「⑬衛生的危機意識」
があり、これらが「③HACCPの必要性」を認識させ、「⑯アドバイザー制度の利用」により HACCP 
を取得し、HACCPの一環として「⑧製品回収マニュアルの作成」に至った。 
「⑧製品回収マニュアルを作成」は、過去に「⑲取引先の製品回収マニュアルを利用」した
ことから、「⑭取引先の資料を参考」に作成した。 
 
〔ストーリーライン 製品回収マニュアルの位置づけ〕 
「⑫事故は倒産に繋がる」という「経営者の危機意識」から万が一事故が発生した場合に、
適した対応を行えるよう、企業存続のために「⑨製品回収マニュアルは万が一の備え」として
必要な資料だと位置づけている。 
 
〔ストーリーライン 製品回収マニュアル作成の課題〕 
「⑧製品回収マニュアルの作成」するにあたって、E社では効率的に行いたいという思いが
あり、「⑰ひな型により楽できる」という意識を持ち合わせている。しかし、ひな型を利用し
て作成を行うと「⑤製品マニュアルの形骸化」をもたらし、万が一、事故が発生した場合に機
能しない可能性があることを E社では問題視する。「⑤製品回収マニュアルの形骸化」を防ぐ
ためには「⑱危機感維持のための工夫」が必要であり、「⑮経営的危機意識」と「⑬衛生的危
機意識」踏まえた「⑩経営者の危機意識」の維持することが重要である。 
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5.7 小括 
 E社のインタビューにより、E社が製品回収マニュアルを作成した経緯、製品回収マニュア
ル作成の課題等が示された。 
E社が製品回収マニュアル作成に至った経緯は、過去に発生した自社事故、HACCPの義務化、
取引先から求められる取引条件、他社事故事例への接触であることが示された。これらの要因
により、経営者は HACCPの必要性認識し、HACCP取得のサポートを行った外部専門家となるア
ドバイザーが HACCPの一環として製品回収マニュアルを作成したことが明らかとなった。過去
に発生した自社事故では、取引先と一緒に事故対応を行い、取引先の製品回収マニュアルを利
用したことから、取引先の資料を参考に自社の製品回収マニュアルの作成を行っている。 
E社では、製品回収マニュアルの作成するにあたり、効率的に行いたいという思いがあり、
製品回収マニュアルテンプレートの利用を望む一方で、テンプレートの利用は、製品マニュア
ルの形骸化を懸念する。製品回収マニュアル形骸化を防ぐ方策が必要であり、経営者の危機意
識を維持することが必要であると示された。 
また、製品回収マニュアルテンプレート案については、一定の評価を得た。しかし、第 5章
で作成した製品回収マニュアルテンプレート案と E社の製品回収マニュアルを比較したところ、
製品回収マニュアルテンプレート案に不足が見られたため、E社の製品回収マニュアルを踏ま
え、改訂を行うこととする。製品回収マニュアルテンプレート案と E社の製品回収マニュアル
の共通点と相違点を表 13に示す。表左の番号は、食品企業の事故対応マニュアル作成のため
の手引きの第 3章 3項～5項に対応する。なお、★印の項目を製品回収マニュアルテンプレー
ト案に追加する。また、改訂した製品回収マニュアルテンプレート案を図 17に示す。 
 
表 12 E社製品回収マニュアルと筆者作成製品回収マニュアルテンプレート案比較 
食品企業の事故対応 
マニュアル作成のための手引き 
（平成 28年改訂版） 
大手水産
加工業 
（A社） 
中小水産
加工業 
（E社） 
中小水産 
加工業向 
テンプレ
ート案 
3 事故発生時の初期対応    
1 
事象を「事故」としてとらえることができる感度と
情報ルート 
〇 未確認  未確認  
3 事実確認 〇 〇 〇 
4 事実確認結果の整理と監督官庁への届け出提出 未確認 〇 〇 
5 製品回収の考え方    
① 基本的な考え方 
〇 〇 〇 
② 食品事故の重要度の分類 
③ 初期対応フロー 〇 〇 未確認  
4 重大な食品事故が生じた際の対応    
1 組織体制の設置 〇 〇 〇 
2 初期対応    
① 事実確認および確認事項の整理 〇 〇 〇 
② 製品回収の判断および回収計画 〇 〇 〇 
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3 原因究明 〇 〇 ★ 
4 
広報、お客様相談室等、外部と直接関係する部署へ
の対応 
〇  未確認 未確認  
5 
従業員、派遣・契約社員等、同じ会社で働く人への
対応 
未確認 〇  未確認 
6 被害者への対応 未確認 〇 ★ 
7 所轄の保健所等の行政への対応 〇 〇 〇 
8 各種報道機関への対応 〇  未確認 未確認  
9 消費者への対応 〇 〇 〇 
10 流通、取引先への対応 〇 〇 〇 
11 関係する業界、団体への対応 〇 未確認   未確認 
5 危機収束段階の活動    
1 再発防止のための見直し 〇 未確認  〇 
2 信頼回復のための活動と広報 未確認 未確認  未確認  
3 危機対応の事後評価 〇 未確認  〇 
4 製品回収を実施した場合の状況整理 〇 未確認  〇 
そ
の
他 
その他 
連絡先一覧  未確認 未確認  〇 
製品回収マニュアル概要 
枚数 
8ページ 
（片面） 
3 ページ 
（片面） 
1ページ 
（両面） 
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図 17 中小水産加工業向け製品回収マニュアルテンプレート案（改訂） 
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第6章 中小水産加工業 G社の製品回収マニュアル実態調査 
 
本章では、中小水産加工業 G社へインタビューを実施し、製品回収マニュアル作成に至る経
緯や活用状況を調査し、第 4章及び第 5章で作成した製品回収マニュアルテンプレート案の実
用性を確認する。 
 
6.1 中小水産加工業 G社調査目的 
 中小水産加工業 G社へインタビューを実施し、製品回収マニュアル作成に至る経緯や活用状
況を調査し、第 4章及び第 5章で作成した製品回収マニュアルテンプレート案の実用性を確認
する。 
 
6.2 中小水産加工業 G社調査概要 
2017年 11月関東地方に所在する中小水産加工企業 G社の専務取締役 H 氏、品質管理課課長
I氏にインタビュー調査を行った。G社のインタビューガイドを表 14に示す。 
 
表 13 G社インタビュー―概要及び企業概要 
 
日時 2017年 11月 24日（金） 
場所 G社 商談室 
面談者 
G社 専務取締役 H氏 
   品質管理課課長 I氏 
目的 
① 製品回収マニュアル作成の経緯、活用状況の把握 
② 製品回収マニュアルテンプレート案の実用性確認 
方法 半構成的面接法 
インタビュー
ガイド 
① 工場の概要（生産品・生産量・従業員数・主要取引先等）につい
て  
② 規格基準（ISO や HACCP 等の取得時期・取得状況等）について  
③ 食品事故対応（連絡体制・内容・件数・判断基準等）について  
④ 食品事故発覚後の対応（対応の体制、フロー等）について 
⑤ 食品事故対応マニュアル（作成した経緯、参考にした資料、作成
者、管理方法等）について 
⑥ 食品事故対応マニュアル作成後（有効性検証、・食品事故対応マ
ニュアルの利用経験と評価・取引先等との共有等）について 
⑦ 食品事故対応マニュアルの項目について 
⑧ マニュアルがあることのメリット、デメリットとなる点について 
⑨ 中小水産加工業向け製品回収マニュアルテンプレート案につい
て 
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6.3 G社調査結果 
G社は、水産物の加工販売を行う従業員 120名、年間約 35億円の企業のである。同社は、明
治 36年から昭和末まで前浜で捕れた魚類を加工、選別、冷凍を行ってきた。しかし、原料の
安定確保が困難になった昭和末からは輸入原料の調理加工を行い、スーパーで販売される市販
品を中心に製造販売を行う中小水産加工業である。G社の企業概要を表 15に示す。 
 
表 14 G社企業概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
録音したインタビューをテキスト化した結果、11,299文字のテキストを得た。テキスト化で
得られたデータから M-GTAの分析方法に沿って概念化を行い、160枚の分析ワークシートと 75
個のカテゴリが作成できた。75個のカテゴリを検討し、本研究に関係する 15個の概念を分析
の対象とした。 
 
6.4 カテゴリ化 
6.3で生成された概念を類似する概念毎にまとめ、カテゴリを生成した。そのカテゴリに他
の概念は含まれないか、新たなカテゴリの生成はないかの検討を行いながら、類似する概念を
まとめ、それらの概念の意味することの要約を行い 75個カテゴリに分類した。その中から、
本研究に関する 15個のカテゴリ一覧を表 16に示す。表 16の概念№は、添付資料の分析ワー
クシートと対応する。（G社分析ワークシートは添付資料を参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
従業員数 約 120名 
製造品 スモークサーモン、煮魚、焼魚 
資本金 3,000万円 
売上 約 3億円円 
設立/創業 昭和 29年/昭和 36年 
食品安全 
・品質に 
係わる 
規格基準 
HACCP（2016年）ISO9001（2016年） 
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表 15 G社カテゴリ一覧 
№ カテゴリ 概念№ 概念 定義 
1 
利用客が多く 
客層が幅広い
小売 
1 
販売店により客層
が異なる 
販売店により客層が異なる 
2 
取引先により、消
費者の知識が異な
る 
生協は主婦が多く、魚についての知識
が豊富 
3 
コンビニエンスス
トアの利用者数は
増えている 
コンビニエンスストアの客層は広が
り、販売数もの倍している 
2 
経営者の危機
意識 
4 
現場と経営者で経
営方針の意見が異
なる 
経営の重点をどこに置くか、現場と経
営者で意見が合わない 
40 
経営者の問題意識
が企業活動を決め
る 
経営者の問題意識により企業活動が異
なる 
41 
経営者の判断で企
業活動の内容が決
まる 
利益に直結しなくても手をかけられる
かは経営者の判断 
3 
取引先の資料
を 
参考 
5 
製品回収マニュア
ルや ISO 取得の作
成資料は 
製品回収や ISO の取得は生協のものを
参考にしたのではないか 
4 
マニュアルの 
形骸化 
6 
身の丈に合わない
製品回収マニュア
ルでは形骸化する
可能性 
完璧な製品回収マニュアルを作成して
は形ばかりになる 
7 
製品回収マニュア
ルを一律で運用す
ることは難しい 
実際、運用されないと、と思うので、
ここに対して、何か付け加えるってい
う、やっぱ一律っていうのは難しいと
思うんですよね。 
5 
企業にあった 
マニュアルに 
アレンジする
必要 
8 
製品回収マニュア
ルのフォーマット
をアレンジ 
フォーマットをアレンジして製品回収
マニュアルを作成できれば良い 
9 
取引先からの資料
を参考に自社流に
アレンジを加える 
生協から配布された資料や参加した勉
強会の資料を参考にアレンジを行う 
6 
ISO要求事項の 
一つ 
10 
製品回収マニュア
ルは経験に沿って
作成ものではない 
製品回収マニュアルは経験に沿って作
成ものではない 
11 
ISOに沿った社内
伝達 
ISOに沿って社内伝達がされる 
12 
経験からマニュア
ルを作成したこと
もある 
ISO取得前は、何度も対応を行った経験
から社内文書としてマニュアルを作成
していた 
7 
実際の使用が 
難しい 
13 
ISOに沿った製品
回収マニュアルは
運用できるのか 
ISOに沿った製品回収マニュアルは本
当に運用可能なのか審査員が疑問に思
った 
14 
製品回収マニュア
ルは難しい言葉を
使用すると理解で
ISO に沿った製品回収マニュアルは言
葉が難しく理解しているのか疑問 
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きない可能性 
15 
ISOに沿ったお客
様対応マニュアル
では対応できない
可能性 
ISOに沿ったお客様対応は管理者での
難しい可能性がある 
16 
取引先が要求する
製品拐取マニュア
ルは自社に合って
いない 
取引先から求められる製品回収マニュ
アルは身の丈に合っていない 
17 
大手の製品回収マ
ニュアルは中小に
は不向き 
大手に合わせた製品回収マニュアルな
ので身の丈に合っていない 
8 
取引先からの
要求 
18 
取引先が消費者対
応を行う場合、製
品回収のコストを
抑える方法を求め
られる 
小売業 A は製造ロットを小さくするこ
とで製品回収のコストを抑える危機管
理 
19 
お客様対応を行う
取引先の場合、原
料のロット管理を
徹底している 
お客様対応を行う取引先の場合、原料
のロット管理を徹底している 
20 
取引先により求め
られる品質管理も
異なる 
小売業 A の品質管理は厳しい 
21 
お客様対応を販売
先が行う場合、求
められる品質管理
が厳しい 
お客様対応を販売先が行う場合、製造
ロットを小さくするように求められる 
22 
取引先により異な
る製品回収対応が
自社のスキルアッ
プにつながる 
製品回収を含む品質管理は取引先によ
り対応が異なることで、自社もスキル
アップしている 
23 
取引先に求められ
て製品回収マニュ
アルを文書化した 
製品回収マニュアルはどうなっている
のか、取引先から求められて文書化し
た 
24 
製品回収マニュア
ルを作成するよう
取引先から求めら
れる 
食品事故対応について取引先から備え
るよう求められる 
25 
製品回収マニュア
ルを作成するよう
取引先の品管から
要求される 
製品回収マニュアルを作成するよう取
引先の品管から要求される 
9 
生産性が落ち
る 
26 
製造ロットを小さ
くすると生産性が
落ちる 
製造ロットを小さくすると生産性が落
ちる 
27 
製造ロットを小さ
くするとコストが
かかる 
製造ロットを小さくすることでコスト
がかかる 
28 
トレーサビリティ
ーは生産性が落ち
トレーサビリティーはメーカーにとっ
て生産性を落とすため、印象が悪い 
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るため印象が悪い 
10 
取引の 
維持拡大への
期待 
29 
取引先拡大をした
いが求められるも
のが厳しい 
取引先を拡大しようと検討している
が、求められるものが厳しそう 
11 ISO取得 30 
ISOは企業存続の
ために取得 
ISOは企業存続のために取得 
12 
大手と同等レ
ベル 
31 
大手の営業方法を
中小企業も求めら
れる 
営業方法も大手企業と中小企業に差が
ある 
32 
大手企業と同等の
提案書を中小企業
は求められる 
提案書について、大手企業と同等のも
のを求められる 
13 
コンサルタン
トの活用 
33 
製品回収マニュア
ルを作成したと
き、参考にした資
料がある 
製品回収マニュアルの作成は何かを参
考にした可能性がある 
34 
製品回収マニュア
ルはコンサルタン
トが作成した 
ISO取得のコンサルタントが製品回収
マニュアルを作成 
35 
ISOに沿った製品
回収マニュアルを
作成済 
製品回収については ISOに習いまとめ
てある 
36 
品質管理のコンサ
ルタントがいる 
品質管理のコンサルタントを採用して
いる 
14 
製品回収は備
え 
として必要 
37 
製品回収の備えは
必要 
製品回収の備えは必要 
38 
製品回収マニュア
ルや記録は何か起
きたときのための
もの 
製品回収マニュアルや記録は何か起き
たときのためのもの 
15 
中小企業に合
った対応方法 
39 
中小には中小の製
品回収手段が必要 
大手に合わせた製品回収を行うことは
中小では難しい 
 
 
6.5 結果図 
6.4により得られたカテゴリから、それぞれがどのような要因、相互関係の上に成り立って
いるのかを結果図（図 18）に示し、G社が製品回収マニュアル作成した要因と製品回収マニュ
アル活用のポイントについてまとめる。 
6.4で得られたカテゴリは 75個であるが、製品回収に関する 15個のカテゴリを対象として
おり、①～⑮は、製品回収に関する 15個のカテゴリ名である。点線内は、G社の製品回収マニ
ュアルの位置づけ、二重線内は製品回収マニュアル作成の経緯、実線内は製品回収マニュアル
作成の課題の 3つに分けられている。矢印は、影響を与える方向を指し、両矢印は対象関係を
指す。 
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図 18 G社インタビュー結果図 
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6.5 ストーリーライン 
6.4の結果図をもとに、G社が製品回収マニュアル作成のプロセス、製品回収マニュアルの
位置づけを説明するストーリーラインを作成した。 
 
〔ストーリーライン 製品回収マニュアル作成の経緯〕 
G社は、「①利用客が多く幅広い客層の小売」を主要取引先に持ち、「⑧取引先からの要求」
が「⑩取引の維持拡大の期待」に影響を与えた。これにより、「②経営者の危機意識」が、「⑪
ISO取得」向かったことで、「⑬コンサルタントの活用」により、「⑪ISO取得」に至った。コ
ンサルタントが「⑥ISO要求事項の一つ」として、「③取引先の使用を参考」にし、製品回収マ
ニュアルを作成した経緯がある。 
 
〔ストーリーライン 製品回収マニュアル作成の経緯〕 
万が一、事故が発生した場合、「⑭製品回収マニュアルは備えとして必要」と認識されてお
り、製品回収マニュアルの存在は、「経営者の危機意識」に影響を与えている資料である。 
 
〔ストーリーライン 製品回収マニュアル作成の課題〕 
しかし、「⑧取引先からの要求」は「⑫大手と同等レベル」の内容である。「⑧取引先からの
要求」に応えることは、「⑨生産が落ちる」という課題の発生や、万が一、事故が発生した場
合に「⑦実際の使用が難しい」ことによる「④マニュアルの形骸化」を G社では問題視する。
「④マニュアルの形骸化」を防ぐためには、「⑮中小企業に合った対応方法」を検討し「⑤企
業に合った製品回収マニュアルにアレンジする必要」がある。 
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6.6 小括 
G社のインタビューにより、G社が製品回収マニュアルを作成した経緯、取引先との関係に
よる製品回収マニュアルの作成の課題が示された。 
G社では、利用客が多く幅広い客層の小売が主要取引先である。この取引先からの要求が、G
社の取引の維持拡大を期待させ、ISO取得に至った。ISO取得に際しては、コンサルタントが
支援を行っており、ISO取得の一環としてコンサルタントが製品回収マニュアル作成を行った
ことが示された。また、作成された製品回収マニュアルは、取引先の資料を参考に作成された
ことが示された。G社にとって製品回収マニュアルは、企業存続のために万が一事故が発生し
た際の備えとして必要とされ、経営者の危機意識に影響を与える資料だと考えられる。 
また、製品回収マニュアルテンプレート案については、一定の評価を得た。しかし、G社は、
取引先から大手と同等レベルを求められているが、大手に習った内容では、万が一、事故が発
生した場合に実際の使用が難しく、製品回収マニュアルの形骸化に至る可能性を問題視する。
マニュアルの形骸化を防ぐためには、中小企業に合った対応方法の検討が必要であり、企業に
合った製品回収マニュアルを作成する必要があると示された。 
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第7章 考察 
 
本章では、第 6章で作成した製品回収マニュアルテンプレート案と G社のインタビューを
踏まえ、中小水産加工業における製品回収マニュアルテンプレートを詳述する。また、大手水
産加工業及び中小水産加工業における製品回収マニュアルの調査結果を踏まえて、中小水産加
工業者が製品回収マニュアルの経緯と課題、製品回収マニュアルテンプレート活用の在り方を
考察する。 
 
7.1 中小水産加工業 E社及び G社合同結果図 
5.4及び 6.4により得られた中小水産加工業の結果図から 2社の共通点と相違点を検討する
為、2社の結果図を組み合わせた合同の結果図を作成した。（図 19） 
点線内は、G社の製品回収マニュアルの位置づけ、二重線内は製品回収マニュアル作成の経
緯、実線内は製品回収マニュアル作成の課題の 3つに分けられている。矢印は、影響を与える
方向を指し、両矢印は対象関係を指す。 
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図 19 中小水産加工業 2社合同結果図
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7.2 ストーリーライン 
7.1の結果図をもとに、中小水産加工業が製品回収マニュアル作成のプロセス、製品回収マ
ニュアルの位置づけ、製品回収マニュアル作成の課題を説明するストーリーラインを作成した。 
 
〔ストーリーライン 製品回収マニュアル作成の経緯〕 
製品回収マニュアル作成に至る経緯は、「⑩②経営者の意識」が影響を与えている。 
E社の場合、「⑦自社事故の発生」「⑪他社事故への接触」という内的要因と「④HACCPの義務
化」「②取引先から求められる取引条件」という外的要因が「⑩②経営者の意識」に影響を与
えた。 
「⑩②経営者の意識」が「③HACCPの必要性」に向かったことで、HACCP取得の一環として「⑧
製品回収マニュアルの作成」に至った。一方、G社の場合は、「①利用客が多く客層が幅広い小
売」との商談で出された、「⑧取引先からの要求」が「⑩取引の維持拡大を期待」させ、「⑩②
経営者の意識」に影響を与えた。「⑩②経営者の意識」が「⑪ISO取得」に向かったことで、「⑥
ISO要求事項の一つ」である製品回収マニュアルの作成に至った。 
 両社に共通する点は、ISOや HACCP取得のために「⑯⑬コンサルタント・アドバイザーが存
在」し、「⑭③取引先の資料を参考」に製品回収マニュアルの作成に至った点である。 
 
〔ストーリーライン 製品回収マニュアル野位置づけ〕 
同様に、「⑩②経営者の意識」として、「⑫事故は倒産に繋がる」という危機感がある。製品
回収マニュアルは、事故発生時に適切な対応を取り、企業が存続するための「⑨⑭万が一の備
え」と位置付けられている。  
  
〔ストーリーライン 製品回収マニュアル作成の課題〕 
G社からは、「⑧取引先からの要求」として製品回収手順や対応は大手企業と同等レベルが求
められ、中小企業には「⑦実際の運用が難しい」こと実態が示唆された。また、E社からは、
中小企業は「⑧製品回収マニュアルの作成」を効率的に行いたい思いがあり、「⑰ひな型によ
り楽できる」と、自社向けに見直さず、鵜呑みにしてしまうのではとの懸念が示された。この
ような状況が、「⑤④製品回収マニュアルの形骸化」をもたらし、万が一事故が発生した場合
に、機能しない恐れを両社は問題視する。「⑤④製品回収マニュアルの形骸化」を防ぐ策は、「⑤
組織に合った製品回収マニュアルの作成」を行い、従業員教育等で「⑱危機感を維持する工夫」
を行うことである。これらによって、「⑮経営的危機意識」と「⑬衛生的危機意識」が刷新さ
れ、「⑩②経営者の意識」が維持される。 
 
 
 
7.3 E社、G社インタビューの考察  
製品回収マニュアル作成の要因は、「自社事故の発生」「他社事故への接触」からなる内的要
因と「HACCPの義務化」「取引先から求められる取引条件」からなる外的要因であることが示さ
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れた。この 2つの要因を経営者が認識することで、企業倒産の危機感が醸成され、食品安全マ
ネジメントシステム等の導入に至り、その一環として製品回収マニュアルが整備される。また、
製品回収マニュアルは、食品安全マネジメントシステム等の導入に関与した外部専門家によっ
て作成されるため、中小水産加工業者は、作成の課題を特に認識していないことが明らかとな
った。 
厚生労働省は「食品衛生管理の国際標準化に関する検討会」にて、HACCPの制度化を進める
ための枠組みを検討し、HACCPの制度化を進めており、世界的にも小規模及び未発達企業は柔
軟性をもった HACCP管理方法を使って義務化を進めている（進藤 2017）。近い将来、中小企業
を含み食品事業者全体に、食品安全マネジメントシステムの構築や HACCPを含む食品衛生管理
の導入が必須となるであろう。このような状況に合わせ、食品安全マネジメントシステムの導
入に際し、製品回収マニュアルの作成を行うことで、中小水産加工業の危機管理体制構築が推
進されるものと考えられる。 
さらに、取引先は大手と同レベルの製品回収マニュアルを求めるが、企業特性に一致してい
ない製品回収マニュアルの運用は難しく、また、製品回収マニュアル作成を効率的に行いたい
という理由により、中小水産加工業に見合った簡素な製品回収マニュアルが求められているこ
とが明らかとなった。 
本研究で提案した A4で 2ページの簡素な製品回収マニュアルテンプレートについては、一
定の評価を得た。製品回収マニュアルテンプレートは、中小水産加工業の危機管理体制を構築
する契機になると考えられる。しかし、一方では、製品回収マニュアルテンプレートを鵜呑み
にするのではなく、自社向けにアレンジすることが重要との示唆を得た。 
食品安全マネジメントシステムの導入をサポートする外部専門家や地域 HACCP取得を推進す
る地方行政等に、義務化される HACCPや ISO導入と合わせ、本研究で提案する製品回収マニュ
アルテンプレートの利用を望みたい。さらに、今後は製品回収マニュアルの作成や作成後の編
集が随時可能なツールとして、パソコンやスマートフォンのアプリ等含む危機管理体制の構築
に向けた支援策が必要となるだろう。 
製品回収マニュアルの活用については、食品事故は企業存続に影響するという危機感を持ち、
①製品回収マニュアルを使用した製品回収の予行演習やそれを受け修正すること、②ヒヤリハ
ットや他社の事故事例の共有、③当事者になりきり行う討論型組織研修等の教育と併用するこ
とで、経営者だけでなく従業員も含めた組織として危機感を維持継続することが必要となるだ
ろう。 
 
7.4 中小水産加工業向け製品回収マニュアルテンプレート案の実用性の検討 
第 4章で、A社の食品事故対応マニュアルと A社インタビューで示唆された中小水産加工業
向け製品回収マニュアル概要と「食品企業の事故対応マニュアル作成のための手引き」を参考
に中小水産加工業向け製品回収マニュアルテンプレート案の作成を行った。さらに、中小水産
加工業 E 社及び G社のインタビューを踏まえ、本研究の目的である中小水産加工業の危機管理
体制の構築を支援するために、製品回収マニュアルテンプレートを作成した。中小水産加工業
向け製品回収マニュアルテンプレートを図 20に示す。図 20の製品回収判断・原因究明フロー
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図は、中小水産加工業 E社及び G社の両社に用いられており、中小水産加工業者が製品回収の
判断と原因究明を特定するに必要なフロー図と考えられるため追加する。なお、中小水産加工
業向け製品回収マニュアルテンプレート（表）は再掲である。 
また、「食品企業の事故対応マニュアル作成のための手引き」と A社の食品事故対応、E 社、
G社の食品事故対応、筆者が作成した中小水産加工業向け製品回収マニュアルテンプレート案
をまとめたものを表 17に示す。中小水産加工業における製品回収マニュアルは、体制図と連
絡先が記入されている資料でも対応できる可能性が大手水産加工業により語られたが、実際に
確認できた中小水産加工業の製品回収マニュアルは 3ページから 5ページの内容であった。今
回、調査対象とした中小水産加工業 2社は、大手小売業が取引先であり、取引先に合わせて製
品回収マニュアルの作成を行ったことから、中小水産加工業が利用する製品回収マニュアルは
3ページから 5ページのボリュームとなったと考える。しかし、A4で裏表 1枚に作成した製品
回収マニュアルテンプレートは、食品企業の事故対応マニュアル作成のための手引きや大手水
産加工業 A社のマニュアルと比較し 21項目中 15項目の内容が含まれており、網羅的であると
考えられる。 
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図 170 中小水産加工業向け製品回収マニュアルテンプレート（表）：再掲 
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図 20 中小水産加工業向け製品回収マニュアルテンプレート（裏） 
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表 17 製品回収マニュアル記載項目 
食品企業の事故対応 
マニュアル作成のための
手引き 
（平成 28年改訂版） 
大手水産 
加工業 
（A社） 
中小水産 
加工業 
（E社） 
中小水産 
加工業 
（G社） 
中小水産 
加工業 
向け 
テンプレート 
3  
事故発生時の初期
対応 
    
(1) 
事象を「事故」と
してとらえること
ができる感度と情
報ルート 
〇 （記載なし） （記載なし）  （記載なし）  
(3) 事実確認 〇 〇 〇 〇 
(4) 
事実確認結果の整
理と監督官庁への
届け出提出 
未確認 〇 〇 〇 
(5) 製品回収の考え方     
① 基本的な考え方 
〇 〇 〇 〇 
② 
食品事故の重要度
の分類 
③ 初期対応フロー 〇 〇 〇 〇 
4  
重大な食品事故が
生じた際の対応 
    
(1) 組織体制の設置 〇 〇 〇 〇 
(2) 初期対応     
① 
事実確認および確
認事項の整理 
〇 〇 〇 〇 
② 
製品回収の判断お
よび回収計画 
〇 〇 〇 〇 
(3) 原因究明 〇 〇 〇 〇 
(4) 
広報、お客様相談
室等、外部と直接
関係する部署への
対応 
〇 （記載なし） （記載なし）  （記載なし）  
(5) 
従業員、派遣・契
約社員等、同じ会
社で働く人への対
応 
未確認 〇 〇 （記載なし）  
(6) 被害者への対応 未確認 〇 〇 〇 
(7) 
所轄の保健所等の
行政への対応 
〇 〇 〇 〇 
(8) 
各種報道機関への
対応 
〇 （記載なし） （記載なし）  （記載なし）  
(9) 消費者への対応 〇 〇 〇 〇 
(10) 
流通、取引先への
対応 
〇 〇 〇 〇 
(11) 
関係する業界、団
体への対応 
〇 （記載なし） （記載なし）  （記載なし）  
5  
危機収束段階の 
活動 
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(1) 
再発防止のための
見直し 
〇 （記載なし） 
〇 
〇 
(2) 
信頼回復のための
活動と広報 
未確認 （記載なし） （記載なし） 
(3) 
危機対応の事後評
価 
〇 （記載なし） 〇 
(4) 
製品回収を実施し
た場合の状況整理 
〇 （記載なし） （記載なし） 〇 
そ
の
他 
その他 
連絡先一覧 （記載なし） （記載なし） （記載なし） 〇 
製品回収マニュアル概要 
枚数 
8ページ 
（片面） 
3ページ 
（片面） 
5ページ 
（両面） 
1ページ 
（両面） 
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第8章 おわりに 
 
 本章では、本研究のまとめとして、結論と今後の課題について述べる。 
 
8.1 結論 
中小水産加工業が製品回収マニュアルの策定に至る要因は、自社事故の発生、他社事故事例
への接触である内的要因と、HACCPの義務化、取引の維持拡大を意識させる取引条件である外
的要因であることが明らかとなった。これらを経営者が意識するに達すると、企業の倒産の危
機感により、食品安全マネジメントシステムや食品衛生管理の整備に着手し、その一環として、
製品回収マニュアルが策定されることが示された。製品回収マニュアルの作成は、外部コンサ
ルタントやアドバイザーが行う。そのため、中小水産加工業は、製品回収マニュアル作成の課
題を認識していない。中小水産加工業の製品回収マニュアルは、取引先の要望により大手企業
と同レベルを求められており、簡単に作成できる製品回収マニュアルテンプレートを求めてい
ることが明らかとなった。 
本研究で作成した中小水産加工業向け製品回収マニュアルテンプレートは一定の評価を得
たことから、製品回収マニュアルテンプレートは中小水産加工業の危機管理体制構築を支援す
る手段の一つとなるだろう。しかし、製品回収マニュアルテンプレーの鵜呑みが懸念でき、万
が一製品回収を行わざるを得ない状況となった場合に、自社の特性に一致していないことから
実際の運用が難しいことが示唆され、製品回収マニュアルテンプレートを使用する際には、自
社向けにアレンジを施す必要がある。 
作成された自社の製品回収マニュアルの活用は、作成後の管理と合わせて、食品事故に対す
る危機感を維持継続する方策が必要である。 
 
8.2 今後の課題  
本研究では、製品回収マニュアルを作成済の企業を対象に調査、分析を行ったが、製品回収
マニュアル未作成企業の食品事故対応の実態について明らかにできていない。また、調査対象
は中小水産加工業 2社であったため、一般化には限界がある。一般化に向け、製品回収マニュ
アル未作成企業の実態調査、企業数を増やした調査が必要である。 
「製品回収マニュアルを作成したから安心」、「食品安全マネジメントシステムが整備済だか
ら安心」ではない。製品回収マニュアルを使用するような事態を発生させないために、危機感
を持ち、食品に携わることが重要であり、考察に示した危機感維持の方法について有効性の検
討も必要であるだろう。 
製品回収マニュアルを作成要因から製品回収マニュアルの在り方を中心に分析を行ったが、
マニュアル対応を迅速かつ臨機応変に行えるかが重要であり、紙の資料や PDF化された資料で
ある必要もなく、全従業員に向け迅速な共有ができるようスマートフォン等 ITの機能を駆使
した手段等の検討も行いたい。 
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別添資料 
 
表 16 E社分析ワークシート 
概念№ 1 
 
概念 主要取引先３社 
定義 主要取引先３社 
具体例 
大体うちは小売業 Sさん。S というか、関東個人宅配さん、今は関東個人宅配 A
になったんですけども。三本の柱が Aa、関西の・・・関西個人宅配、地方個人宅
配さん、有限会社 C、Cというところがあるんですけども、そこを通じて全国のオ
ーガニック系の Sさんのほうへ、そうでうね、何社くらい 10社くらいですかね、
小さいところから大きいところまで含めて、あのー行ってますね。その 3つが大
体、主な取引というか主とした売上のところです。三本の柱ですね。 
   
概念№ 2 
 
概念 認証制度をアピールしたがる取引先 
定義 関東個人宅配業は MSC 認証ラベルを表示したがる 
具体例 んー。関東個人宅配 Aaさんは、欲しがりますね。 
   
概念№ 3 
 
概念 販売目的の認証ラベル 
定義 認証ラベルは担当者が売りたいために欲しい 
具体例 
担当者さんレベルかと思います。その人は魚の担当のかたは、やっぱり売りたい
やないですか。 
   
概念№ 4 
 
概念 求められる取引条件は衛生面ではない 
定義 取引先は衛生基準よりも農薬や養殖等の基準が主になる 
具体例 
例えば、無農薬であったりとか、輸入でないとか、養殖でないとか、ケミカルな
ものを入れないという基準で厳しい基準なんですけど。"衛生というよりはそっち
の方に重きを置く… 
一般の生協というのは、そっちよりも衛生基準の方に重きを置く、という部分が
あって。はい、うちは口に入れる部分で基準が高いところ。で、養殖の魚はダメ
なんですよ。でウナギはどうなの？って思う時があるがですけど。（笑）そいっ
たとことのお付き合いです。 
   
概念№ 5 
 
概念 取引先から漁獲船の特定を支持される 
定義 取引先に原産地証明、買い付け証明を提出する意味が分かった 
具体例 
だからそういう意味で地元の漁協からっていうのは、だから、なんでここまで Aa
さんとか、どの船まで選定できますか？みたいないこと言うのは、こういうこと
ながやなって、やっとわかったがですよ。なんでそこまで言うのかなとか。原産
地証明であったり買い付け証明であったり、何丸ってわかってたらそこまで教え
てくださいってなんでかなって思ったけど、こういうことながやなって。 
   
概念№ 6 
 
概念 厳しい取引条件 
定義 取引先は一般の生協よりも基準は厳しい 
70 
具体例 
オーガニック生協というか、ま、一般の生協よりもこだわった基準。厳しい基準
の中で。というのは、私もちょっと、いろいろ考えるんですけど。うちが取引し
ているとこは衛生基準はまぁ、確かに厳しいんですけど、普通の一般の生協さん
よりは厳しくないんですよ。ただ口に入れるものに関して厳しいんです。 
   
概念№ 7 
 
概念 大手企業との差別化は地元産を利用すること 
定義 国産（地元）の食材を利用しないと大手企業とは戦えない 
具体例 
価格競争に入った大手の水産加工会社とは絶対に戦えないので、やはり土佐沖の
魚でを原料として、県外の魚入れないんですね土佐沖の分だけで。カツオは別と
して。で、こだわりの調味料、国産調味料を使って、という部分でずっとやって
きておかげ様で今日までやってこれたんですけども。それで取組をしています。 
   
概念№ 8 
 
概念 現在 HACCP は販売者のためにある 
定義 HACCP を知っている消費者は少なく、販売者のお守りである 
具体例 少ない、少ないです少ないです。HACCP は売る方のお守りというか 
   
概念№ 9 
 
概念 HACCP は必要である 
定義 国際基準の HACCPまではいらないが、取り組むべきだと思う 
具体例 
ま、でもまたゆっくり話そうと思うけど、私は HACCPはやっぱりやるべきやと・・・
思います。あのー国際基準まではいかなくても・・・絶対（衛生管理は）いると
思います。 
   
概念№ 10 
 
概念 事故原因の特定が可能な記録がある 
定義 HACCP に基づき記録があるので、事故原因の特定が可能 
具体例 
で、HACCP に沿った記録を全部残してますので、じゃいついつの何っていうのは
全部追えるように、してますので、加工日報、下処理日報とかこの日の奴とかわ
かるようになってますので。結構、県版 HACCP の第三ステージというのは、あの
ー良くできてます。 
   
概念№ 11 
 
概念 HACCP 義務化 
定義 近々HACCP は義務化になる 
具体例 HACCP も実は県が、あの HACCP が義務化になるやないですかもう、来年、再来年・・・ 
   
概念№ 12 
 
概念 義務化になれば消費者が HACCPを必要とする 
定義 消費者が HACCP を求めだす 
具体例 
でも絶対に来るのは間違いない。やっぱり消費者がそこを求めるところは絶対間
違いないがとですよ。 
   
概念№ 13   
概念 義務化になることがきっかけで HACCP取得 
定義 義務化になるから、早めに取得した 
具体例 
そこもだし、一番は義務化になるっていう部分。義務化になってから焦ってやっ
ても、無理やないですか。 
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概念№ 14 
 
概念 HACCP 取得済みで義務化の時は楽ができる 
定義 義務化の時に自社は楽ができる 
具体例 
HACCP があのー義務化になったとき、ウチは、みんながどこが大変でも、ウチは
その時はもう涼しい顔して。 
   
概念№ 15 
 
概念 製品回収マニュアルは運用できなければならない 
定義 製品回収マニュアル（クレーム対応）は利用しなければ意味がない 
具体例 んー・・・どうなんでしょうね。あるだけでやらなければ意味もないですし。 
   
概念№ 16 
 
概念 ひな型に当てはめただけでは運用しない可能性 
定義 自分たちで作成しないと形骸化する 
具体例 そこです、私が言いたいのは。 
  
  
概念№ 17 
 
概念 安易に干物を製造 
定義 ソウダガツオの干物を自宅用感覚で製造 
具体例 
あのーソウダカツオの干物って県ですごい食べるんですね。メジカってソウダカ
ツオってすごいヒスタミンが発生しやすくて、魚なんですね。で軽い気持ちであ
の、天日干しやったんです、冷風機がなかったので。で、家で作る感覚でやって、 
   
概念№ 18 
 
概念 被害者の症状 
定義 被害者がヒスタミン中毒で診察を受ける 
具体例 
で子供、小学生の子供が、あのーヒスタミン中毒で喉が、中が腫れて、病院へ行
って、男の子と女の子と、お母さんもちょっとあのピリピリくるーってことで病
院行かれて 
   
概念№ 19 
 
概念 自社事故について保健所からアドバイスを受ける 
定義 自社事故経験より、営業停止の必要はないと保健所より助言を受けた 
具体例 
で、その時に地域の保健所の方に届け出をしたら、あのーその出荷した数に対し
ての事故の人数の割合で営業停止とか決まるらしくて、その人数だったらいくら
出した中でこのくらいの人数だったら、営業停止とかいいですよって、今回はい
いですーって言っていただいたので。 
   
概念№ 20 
 
概念 一報を受けた後の出荷数確認 
定義 取引先から一報を受け、出荷数、注文数を確認 
具体例 
いけないですよね。で、あのーすぐ、関西個人宅配の方から連絡が入って、で、
何パックっていうのはすぐわかるんで、出荷、注文数で。 
   
概念№ 21 
 
概念 被害範囲の数量 
定義 400分の 1で発症 
具体例 その家族だったので出たのが。確か 400パックくらいだした中で。 
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概念№ 22 
 
概念 回収決定後の対応方法 
定義 対象商品全回収または廃棄の案内 
具体例 
そうですね。注文された方全部。ま、食べられた方もおったんで、何もなかった
方もおったんで、残ってる方のものは、全部回収。それか廃棄してくださいって
ことで、 
   
概念№ 23 
 
概念 検査依頼先は付き合いがある検査機関へ依頼 
定義 普段付き合いのある検査機関へ検査の依頼 
具体例 
でその子供の分だけはこっちに返してもらって、ちょっと残ってたんですけども。
県の工業技術センターの方へ日ごろ相談してるんで、持ち込んで、ということは
したんですが、やっぱりヒスタミンが出たんですけども、その時にやっぱり命に
係わることやないですか。 
   
概念№ 24 
 
概念 事故を起こした製品の製造は一切しない 
定義 事故となった製品は製造しないとの決断 
具体例 
その後うちは、ソウダガツオの干物は一切やらんと決めて、ソウダカツオの商品
は一切やらないんです。 
   
概念№ 25 
 
概念 事故経験の伝達 
定義 自社の事故経験を従業員へ周知し注意を促す 
具体例 
で、異常に私が神経質になってやってるのは、スタッフにもそういうことがあっ
たってことをお話しして、ま、当時いたスタッフもおるので、話して、とにかく
最新の注意を払ってっていうことを徹底してやるようになったのは、そのことが
きっかけ。 
   
概念№ 26 
 
概念 被害者宅へお詫びに行く 
定義 被害者に面会を断られてもお詫びに行く 
具体例 
（小売業 Cさんが）どうしますか？って。お詫びには絶対行きたいと。でも会わ
ないって言ってたんですけども。そこを何とか。 
   
概念№ 27 
 
概念 PL 保険を利用 
定義 PL 保険を利用 
具体例 H で、PL 保険を使って、ま、病院代とかそういうもの 
   
概念№ 28 
 
概念 被害者へのお詫び 
定義 被害者自宅へ出向いてお詫び 
具体例 で、あの対応としたら、そこのお家まで大阪まで行って、お詫びして、 
   
概念№ 29 
 
概念 自社の取組意識を認めてもらうための手段 
定義 被害者を工場へ招待し、自社の取組を見てもらう 
具体例 
あのーうちの会社はこんなふうに気をつけてやってるんですよ、決してその、い
い加減にやってるやないですよ言うために一家を招待して県へ。でうちの加工場
見てもらって、これからは今まで以上に気を付けます見たいな形で二泊三日で招
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待して。 
   
概念№ 30 
 
概念 被害者家族の対応は冷たい 
定義 自分も子供がいるからわかるが被害者家族は冷たい 
具体例 
あのー最初は親御さんはもー、ホントに冷たい、ま当たり前すよ、命に係わるん
で。自分も子供がおるんでわかるんですけど、 
   
概念№ 31 
 
概念 取組内容を見ることで、被害者の意識が変化する 
定義 
工場を案内することで、被害者の理解を得ることができ、その後のつながりもあ
る 
具体例 
ま、帰るころには、ま、良くわかりました。言うことで、その後もお手紙の交換
したりだとか 
   
概念№ 32 
 
概念 事故の経験はない 
定義 事故はない 
具体例 いや、取引先の。おかげ様で、あまりないんですよ、事故が。ホントに 
   
概念№ 33 
 
概念 HACCP 取得と同時に製品回収マニュアルを作成 
定義 HACCP 取るのと並行して製品回収マニュアルを整備 
具体例 平行してですね。うちは三つの柱が Sさんなんで。 
   
概念№ 34 
 
概念 製品回収マニュアル作成の経緯 
定義 HACCP 取得により、自社オリジナルの製品回収マニュアが必要 
具体例 
でもま、今回 HACCP取れることによって、自社のそういうのも作らないかんとい
うことで、 
   
概念№ 35 
 
概念 製品回収マニュアルは備え 
定義 製品回収マニュアルはいざという時の備え 
具体例 
自：だから、避難訓練と一緒ですよね 
G：そうです。そうと思います。 
自：避難訓練することが大事なんじゃなくて、何かに、何かあったときにホント
動けるようにってことですよね。 
G：そうです、そう思います。 
   
概念№ 36 
 
概念 製品回収マニュアルは慌てないために 
定義 製品回収マニュアルがあれば慌てない 
具体例 
で、実際言ってくる方もいらっしゃった時に、バタバタしなくてええやないです
か。それはあることは大事やと思います。 
   
概念№ 37 
 
概念 自社問題への経営者意識 
定義 自社の問題を見つけた場合の経営者の安全に対する意識 
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具体例 
そこで捨てたらいいがやと、で終わるか、どうなるがやとというか意識、経営者
の意識やと思います。 
   
概念№ 38 
 
概念 従業員と責任者の意識乖離 
定義 自分（社長）ほど危機意識をもっている従業員はいない 
具体例 
人ですね。人の意識。従業員の意識。私が危機感を持っているほど、従業員たち
はない、ですよね。 
   
概念№ 39 
 
概念 従業員と責任者の意識乖離 
定義 製品回収マニュアル作成前の課題は従業員の低い危機意識 
具体例 
人ですね。これはホント人。意識。従業員の意識。私が一人頑張って働いてもダ
メやし、従業員の意識。 
   
概念№ 40 
 
概念 他社の事故事例を見て、自社の事故に対する危機感を持った 
定義 取引先の講習会に参加し、他社の事故事例を見ることで事故への危機感を持った 
具体例 
実際に計画として、建てる計画にはなっていったので、あのー良かったんですけ
ど。そういうのを聞いたときに、関東個人宅配さんで年に一回そういう品管の講
習会があったんですよ。でそれに参加するなかで、異物混入とか、そういった写
真とかを見せられた時に、あ、やっぱこれはやらないかんなーと思って。いつ自
分ちもそれが起こるかわからんなーっとともって。のは感じましたね。 
   
概念№ 41 
 
概念 他社事例により自社の見直し 
定義 他社事例により自社の現状を確認 
具体例 
自：結構エグイものが関東個人宅配さんから出てきた 
G：ありました。そんなものってあるんだとか、そういうものの裏にはこういうも
のがあるがやとか。うちも実際、アルカリ電解質置いといた装置の、装置を高挙
げたときにこんなちっちゃなのがウジョウジョ。いたんですよ。そこ、ま、水が
溜まって。アーこれが商品に入ちょやがどうなるがやと、とか。 
   
概念№ 42 
 
概念 事件により倒産の可能性 
定義 事故が発生すれば、会社は倒産する可能性がある 
具体例 
も、うちみたいなとこはそういう事件があれば一発で飛びますからね、会社が。
ま、関東個人宅配がお宅としませんよって言ったら売上がそんだけ柱が３つのう
ちの１つが飛ぶわけやから、会社も傾くんですよ。やっぱ危機感をもってやらな
いと。 
   
概念№ 43 
 
概念 自社事故により、ヒスタミンについて学ぶ 
定義 ヒスタミンの特性を自社事故の時に勉強した 
具体例 
はい。ヒスタミンがその時に勉強して、ヒスタミンは焼いても冷凍してもヒスタ
ミンって言うのは無くならない、食中毒って熱かければ大体、無くなるのがなく
ならないって言うのがあのー初めてわかって。それをきっかけに食べるものを作
る、売るってことは本当に責任もってやらないかんなってことはすごく、うん、
勉強しましたね。 
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概念№ 44 
 
概念 自社事故を機に食品製造販売の責任を学ぶ 
定義 自社事故をきっかけに食品製造と販売に責任があることを実感 
具体例 
それをきっかけに食べるものを作る、売るってことは本当に責任もってやらない
かんなってことはすごく、うん、勉強しましたね。 
   
概念№ 45 
 
概念 事故原因の知識を習得 
定義 事故原因について理解を深める 
具体例 
で、ヒスタミンについてもその時いろいろ勉強したんですけど、あれって基準が
無いんですよ。いくら以上がってい、その人の体調がって。じゃどうしようもで
きんやんって。測ってこれ以上は出せんやんとかわからんやん。って話をしたん
やけど、まこればっかりはって。 
   
概念№ 46 
 
概念 事故発生の時期 
定義 創業 5年目に事故発生 
具体例 
実はあったんです。事故が。何年目かなー企業して。私 14 年目なんですけども。
５年目くらいかな。 
   
概念№ 47 
 
概念 自社事故の発生 
定義 ヒスタミンの事故を起こした経験がある 
具体例 
実は、ヒスタミン事故を起こしたんですよ。メジカで、ソウダカツオの干物で。
それは関西個人宅配さんだったんですけども。 
   
概念№ 48 
 
概念 取引先のクレーム対応を参考 
定義 取引先のクレーム対応を参考に自社のクレーム対応を検討 
具体例 
つくづく思います。うちも取引先がこういうところなんで、こういうことを教え
てもらったというか、あのーこういうことせないかんがやーとか、クレーム対応
せないかんがやーと覚えたんですよ。 
   
概念№ 49 
 
概念 差別化が目的で HACCP を取得 
定義 HACCP 取得理由は差別化 
具体例 それとやっぱ差別化してもらう？うちは違うんだよっていう差別化。 
   
概念№ 50 
 
概念 取引条件に満たない旧加工場 
定義 旧加工場では関東個人宅配と取引できない 
具体例 
で、関東個人宅配 Aさんと取引始めたときに言われたのが、下の加工場、旧加工
場の時には、あのーこえから立て直すから、これはあれなんですけど、これから
立て直す計画だから、って品管には逃げておくからっていう風に 
H 担当さんがね。ということは、通らないってことなんですよね。 
   
概念№ 51 
 
概念 売上を上げるために新加工場を建設 
定義 ワンフロアですべて作業していたが、手狭になった 
具体例 
あの実は一番最初、加工場を、ワンフロアで出荷も製造もやってたんです。でな
かなかキャパ的に、もう少なくなって、これ以上の売り上げあげるんであれば、
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あの加工場を広げるしかないってなったときに、 
   
概念№ 52 
 
概念 新加工場建設の決心に時間がかかった 
定義 新加工場建設までに約３年悩み決意した 
具体例 
までも３年くらい悩んだんですけども、やはりあの大きくしようと言うことで、
決意をして。 
   
概念№ 53 
 
概念 HACCP 対応の工場設計にアドバイザーと取引先が関与 
定義 新加工場はアドバイザーと関東個人宅配の指導を受けながら設計 
具体例 
そういうのをあのー設計、コンサルに頼まないで、設計しさんにいいながら、そ
の先生に見てもらいながら図面も、で関東個人宅配の品管の方に見てもらいなが
ら、そういう設備施設を建てたんですね。 
   
概念№ 54 
 
概念 HACCP 作成に他県のサイト等を参考にする 
定義 他県のサイト等を参考に、自社流 HACCPを作る 
具体例 
東京都を見ながら、食品衛生の窓とかそういうの見ながら、自分・・・あれをそ
のまま当てはめてもだめなんですよ、自分の会社風にしないと 
   
概念№ 55 
 
概念 アドバイザーからのアドバイスを聞き入れる 
定義 アドバイザーが東京都 HACCP を参考にすることを進める 
具体例 
じぶんが。それをちょっとアレンジして、自分の会社風に。東京都の HACCP のそ
のーわかりやすくていいよって、その先生に聞いたんで 
   
概念№ 56 
 
概念 ワークショップの講習が分かりやすく理解ができた 
定義 大日水産の講習会はワークショップ 
具体例 
確かにきつかったです、ほんとにもーワークショップで、実際５、６人くらいで
一つの会社を作って、社長、衛生管理そういう役割つくって、やったんです。で
話しながら。でもそれをやったおかげで、もう私はすごく理解ができ、で最後、
一つの商品を最後作ろうってことでそれに対しての HACCP を取ろうということ
でやっていたんです。ハザード分析しながら。で、それをあーだ、こーだ話し合
いながら、一つの商品を作って最後、発表して、そのどこがダメだとか、ここは、
ハザード分析でだめだとかそういうことを各テーブルやって、 
で、それをあーだ、こーだ話し合いながら、一つの商品を作って最後、発表して、
そのどこがダメだとか、ここは、ハザード分析でだめだとかそういうことを各テ
ーブルやって 
   
概念№ 57 
 
概念 講習会によって理解度が異なる 
定義 大日水産の講習は、ハザード分析の仕方が分かりやすい 
具体例 
でもその大日のを受けたときに、私はそのハザード分析の仕方がすごくわかりや
すかったんです。 
   
概念№ 58 
 
概念 講習会への積極的な参加 
定義 講習会に参加す勉強する 
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具体例 で、それ(Aa に水産の講習会）にも私は三日間ずっと通って。 
   
概念№ 59 
 
概念 ワークショップはキツイがためになった 
定義 ワークショップはキツイがためになった 
具体例 
もうキツかったけど、すーごくためになって。で、そういうのも（大日水産の講
習）あったんですね。 
   
概念№ 60 
 
概念 アドバイザー制度を有効活用した 
定義 アドバイザーを無料で何回も利用できる制度を利用 
具体例 
あのそれが何でできたかっていうと、県が無料でアドバイザー制度っていうのが
あって、アドバイザ派遣をしますっていう制度があって何回でもそれを使えるん
です、申請して。 
   
概念№ 61 
 
概念 アドバイザー制度の有効活用した 
定義 アドバイザーに現場を見てもらい指導を受けた 
具体例 
私はそれを利用して、活用して。一年で 2 か月に 1回とか 3か月に一回とか来て
もらってあ、アドバイザーに。で、あのー工場見てもらって、そうしたらいい、
こうしたらいいってことを聞いて。コンサルは入れてないですけど、まコンサル
の方なんですけど。そういうのを活用して。実際きてもらって、見てもらって教
えてもらったんですよ。 
   
概念№ 62 
 
概念 アドバイザーの有効活用 
定義 わからないことはアドバイザーに質問をする 
具体例 
でもそういうことは全部書き留めて、先生来たときに全部聞くようにしてってこ
とで二か月に 1 回工場を止めて、そういう確認をする講習をしたりとか、 
   
概念№ 63 
 
概念 全従業員がアドバイザーに指導を受ける 
定義 アドバイザー制度を利用する日は工場を停止し全従業員で質問をする 
具体例 
あのー二か月に一回とか三か月に一回とか、その先生にきてもらって、工場を止
めて、みんなで聞きたいこととかそういうの直接質問しながら、ゆーことをやっ
てきました 
   
概念№ 64 
 
概念 HACCP 取得後も積極的に質問を行う 
定義 HACCP 取得後もアドバイザー制度を利用し質問をする 
具体例 
で、うちは取った後も、二か月に一回その先生に来ていただいて、工場止めて、
みんなで、日常、あのー疑問に思うこと？私がこたえられないんで、みんなメモ
しておいて、先生に直接聞いてって。こんな場合どういたらいいとか、直接。あ
のわけわからんようになってくるわけですよ。これはいいのに、なんでこれはダ
メなの？とか、出てくるんです HACCPって。 
   
概念№ 65 
 
概念 アドバイザー制度を利用しない企業への疑問 
定義 アドバイザー制度をなぜ利用しないのか 
具体例 
で、私が良く言うのが、あのーうちはホントにアドバイザー制度っていうのは使
い勝手もいいし、あのータダでやってくれる訳やから、なんでそれをみんな利用
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せんのやろって思って。どんどん言うんですけど、 
   
概念№ 66 
 
概念 アドバイザーは県が用意し利用 
定義 アドバイザーは県が用意し利用 
具体例 
だから、ま、県としたら、私は県の取組がすごいなと思うところは、地方版 HACCP
の中で、あのー、県が本当に費用をすべて、こないだもお話ししたように、あの
ーコンサル入れたんですか？って聞かれてコンサル入れてないんですよウチは。 
   
概念№ 67 
 
概念 アドバイザーが気にかけてくれた 
定義 アドバイザーへ質問することで、アドバイザーが気にかけてくれた 
具体例 
それがすごい、私はですね、すごい、ずっとねー。その先生も気にかけてくれて、
もう御免なさいね私―っていいながらも、教えてもろたがですけどね。 
   
概念№ 68 
 
概念 ひな型で簡単に作業できる 
定義 ひな型があれば簡単だと思った 
具体例 最初はひな型があればそれにはめ込んでいったら簡単やと思ってたんですよ。 
   
概念№ 69 
 
概念 ひな型があると簡単に取得できる 
定義 ひな型があると HACCP の知識なしに取得で来てしまう 
具体例 
逆にひな型があれば入れ込むだけで、知識もないのに、取得するところが出てく
るなって思ったがです。形だけ 
   
概念№ 70 
 
概念 企業は楽を選ぶ 
定義 ひな型は考えなくて良いから企業は飛びつく 
具体例 
Gｓ：よくないと思う。 
自：んーこれはよくないのかもしれない 
G：自分たちで考えないかんと思う。これ（ひな型）があったら飛びつくと思うよ、
みんな。そりゃそうよ。考えんでええもん。あ、これこれ！って 
   
概念№ 71 
 
概念 ひな型＝楽 
定義 ひな型は簡単 
具体例 
自：そこまでの意識があるかどうかですね 
G：うんうん。便利ですよ。飛びつきますよ。あー簡単って。 
自：うんうんうん 
   
概念№ 72 
 
概念 従業員の危機意識構築 
定義 クレーム内容を共有することが従業員の危機意識を高める 
具体例 
やっぱそれを見せないと職員の意識は変わりませんね。ま、社長が口で言いよう
だけよみたいな。 
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概念№ 73 
 
概念 危機感を持つために危機管理体制を掲示する 
定義 危機管理体制を周知することで従業員がどう思うか 
具体例 
その気持ちを持ってるか持っていないかだと思います。ウチも危機管理体制って
いうのを貼ってるんです、事務所にね。で、あれをスタッフが見たときにどう思
うか。貼ってないことと、貼ってたら、と私は違うと思うがですよ。自分も違う
んですよ、何かあったとき。 
   
概念№ 74 
 
概念 従業員への共有方法は回覧 
定義 お客様の声は休憩室で回覧可能 
具体例 
自：従業員さんたちは好きな時に 
G：見れます。来た時には回覧で休憩室に置きますので 
   
概念№ 75 
 
概念 お客様意見は従業員へ共有 
定義 お客様からの意見はすべて従業員に共有する 
具体例 
クレームだけじゃなくて、いいご意見も頂くので、どれも全部社員におろします。
こういうの来たよって。 
   
概念№ 76 
 
概念 従業員への周知手段は回覧 
定義 FAXを従業員へ回覧 
具体例 こういうの来たとか基本回覧で 
   
概念№ 77 
 
概念 お客様ご意見から従業員へ注意を促す 
定義 お客様のご意見は注意するように従業員へ周知 
具体例 
自：それは何か朝礼とか毎日 
G：毎日は朝礼しないんですけども、そういうことが来たら開いて、こういうの来
たからきちっと気を付けるように、って言うことで、おろしていってますね。 
   
概念№ 78 
 
概念 取引先マニュアルを利用した経験 
定義 取引先のマニュアルに沿って対応してきた 
具体例 
そういう対応をずっとしてきたので、あの会社独自のマニュアルやなくて取引先
のマニュアルがあってやってきたんです。 
   
概念№ 79 
 
概念 取引先のクレーム対応を参考 
定義 取引先のクレーム対応を参考に自社のクレーム対応を検討 
具体例 
つくづく思います。うちも取引先がこういうところなんで、こういうことを教え
てもらったというか、あのーこういうことせないかんがやーとか、クレーム対応
せないかんがやーと覚えたんですよ。 
   
概念№ 80 
 
概念 事故時は取引先のマニュアルを利用 
定義 事故の対応は取引先のマニュアルに沿って対応 
具体例 
その関西個人宅配さんのマニュアルがあるので、それに沿ってやったんですけど
も 
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概念№ 81 
 
概念 取引先の製品回収マニュアルを利用 
定義 
事件が起これば返事をする必要があるため、大手企業と取引がある場合は取引先
の製品回収マニュアルを利用 
具体例 
大体企業さんとやってるところはそこのマニュアルがあるので、皆さんそれでや
られると思うですけど。やってると思うんですよ必ずね 
   
概念№ 82 
 
概念 取引先の製品回収マニュアルを利用 
定義 自社の製品回収マニュアルはあるが、取引先のマニュアルを利用する 
具体例 
あのー、一応は作ってるんですけども、取引先のマニュアルでお答えをすること
となってますので。 
   
概念№ 83 
 
概念 取引先への報告書で十分な対応が可能 
定義 BtoCが少ないため、取引先の報告書で十分に対応可能 
具体例 
うちは、取引先がやってる、来るので十分、そこで対応できているので、あのー
一般の BtoC が少ないので。 
   
概念№ 84 
 
概念 取引先の報告書を利用して返答 
定義 取引先のマニュアルに原因と対応策を記入し返答 
具体例 
それに対してのどうしてかっていう、対応、どうしてこういうことが起きたかっ
ていう。もちろんマニュアルがあって会社会社で。それに書き込んで、今後どう
するのか。そういうとこまで書き込んで、お答えをせがいかんがですよ。 
   
概念№ 85 
 
概念 クレームに対する返金方法の違い 
定義 クレームについて返金方法は企業により異なる 
具体例 
で、お答えをした中で、会員さんから代品を交換してくださいとか、赤伝にして
くださいとか、それは向こうの会員さんによって違うんですけど、 
   
概念№ 86 
 
概念 捕獲した船の特定は地元のためすぐに可能 
定義 地元の漁協を利用しているので捕った船がどれなのかわかるからラベルは不要 
具体例 
ビジネスですあれは。ホントにビジネスです。で私がいつも言うのは、うちのは
そんな、あのーどこの船がとったとか、全部地元の漁協なんでわかるし、あのー
そのシールがあるかないかのことで、って話はよくするんですけども。そういっ
た部分で信用はしてくれてると思うんですけども。 
   
概念№ 87 
 
概念 船の特定ができることで事故原因の特定につながる 
定義 船上での鮮度管理について問題が起こったときに船が特定できること 
具体例 
わからんがですよ。やから船を限定してないと、この船のって。で、心当たりあ
るから、一匹外に甲板にあったから投げたとか、絶対わかるのですよ漁師さんっ
て。 
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表 17 G社分析ワークシート 
概念№ 1  
概念 販売店により客層が異なる 
定義 販売店により客層が異なる 
具体例 
どちらがこうということはないんですけど、マーケットによってお客様の質
が違います 
  
 
概念№ 2  
概念 取引先により、消費者の知識が異なる 
定義 小売業 Sは主婦が多く、魚についての知識が豊富 
具体例 
例えば僕申し上げた、コンビニさんから、Sの共同購入までやってますけど、
共同購入というのは、やはりあの家族の持たれた主婦層が多いで、そうなる
と魚っていうとよくご存じの方が魚を買われるんですよ。 
  
 
概念№ 3  
概念 コンビニエンスストアの利用者数は増えている 
定義 コンビニエンスストアの客層は広がり、販売数もの倍している 
具体例 
で、コンビニはどんどんどんどん販売伸ばしている、客層はどんどん広がっ
て、何もわからない本当に若い人とか含めて。 
  
 
概念№ 4  
概念 現場と経営者で経営方針の意見が異なる 
定義 経営の重点をどこに置くか、現場と経営者で意見が合わない 
具体例 
これ難しいですよね。私も営業の方携わってきたんで、工場の方うちの社長
と意見が合わないことも結構あってｗ 
  
 
概念№ 5  
概念 製品回収マニュアルや ISO取得の作成資料は生協を参考にした 
定義 製品回収や ISOの取得は Sのものを参考にしたのではないか 
具体例 どこかをまねて、Sとか。 
  
 
概念№ 6  
概念 身の丈に合わない製品回収マニュアルでは形骸化する可能性 
定義 完璧な製品回収マニュアルを作成してはっ形ばかりになる 
具体例 
いきなり、ピシッとやって、あまり形ばかりでっていうのは運用できないと
思うので。 
  
 
概念№ 7  
概念   
定義 製品回収マニュアルを一律で運用することは難しい 
具体例 
実際、運用されないとと思うので、ここに対して、何か付け加えるっていう、
やっぱ一律っていうのは難しいと思うんですよね。 
  
 
概念№ 8  
概念 製品回収マニュアルのフォーマットをアレンジ 
定義 フォーマットをアレンジして製品回収マニュアルを作成できれば良い 
具体例 実際、いろんな、これをベースにして付け加える形じゃないでしょうかね。 
  
 
概念№ 9  
82 
概念 取引先からの資料を参考に自社流にアレンジを加える 
定義 Sから配布された資料や参加した勉強会の資料を参考にアレンジを行う 
具体例 
それをちょっといじっていきながら見たいな。自分のところにしていくみた
いない 
  
 
概念№ 10  
概念 製品回収マニュアルは経験に沿って作成ものではない 
定義 製品回収マニュアルは経験に沿って作成ものではない 
具体例 
実際、何かがあってこれを作ったわけじゃなくて、上から降りてきたってい
う、ま、こういうマニュアルが一つあって、これに準じてやればいいんじゃ
ないかっていうことで、ま作成したマニュアルなので・・・ 
  
 
概念№ 11  
概念 ISOに沿って社内伝達がされる 
定義 ISOに沿って社内伝達がされる 
具体例 
あとは ISO やってるので内部の是正発行、とかそういう伝達というのは関係
部署には。ま、班長からまたは班長が朝礼とか時間見つけて、作業員とか伝
達はあります。 
  
 
概念№ 12  
概念 経験からマニュアルを作成したこともある 
定義 
ISO取得前は、何度も対応を行った経験から社内文書としてマニュアルを作成
していた 
具体例 何回も対応しているうちに社内の文章みたいに。 
  
 
概念№ 13  
概念 ISOに沿った製品回収マニュアルは運用できるのか 
定義 
ISOに沿った製品回収マニュアルは本当に運用可能なのか審査員が疑問に思
った 
具体例 
石田先生が中心となって ISO事務局が何人かでしてますけど、実際審査来た
人は、本当にやってんの？みたいなｗ 
  
 
概念№ 14  
概念 製品回収マニュアルは難しい言葉を使用すると理解できない可能性 
定義 ISO に沿った製品回収マニュアルは言葉が難しく理解しているのか疑問 
具体例 
言葉難しいじゃないですか、言葉遣いが最後表現するにあたって難しくなら
ざるを得ない部分ですけど本当に理解できんのかってね 
  
 
概念№ 15  
概念 ISOに沿ったお客様対応マニュアルでは対応できない可能性 
定義 ISOに沿ったお客様対応は管理者での難しい可能性がある 
具体例 
ISOはね全社員に浸透させるものでしょうけども、ま、これでお客様に対応す
る事務管理者であってもこれできないよね。 
  
 
概念№ 16  
概念 取引先が要求する製品回収マニュアルは自社に合っていない 
定義 取引先から求められる製品回収マニュアルは身の丈に合っていない 
具体例 身の丈に合ってないんだよね 
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概念№ 17  
概念 大手の製品回収マニュアルは中小には不向き 
定義 大手に合わせた製品回収マニュアルなので身の丈に合っていない 
具体例 
やっぱり企業が、あーいう大手の、こうニチレイだったりニッスイだったり
っていう中で、個人商店がつくづく・・・現時点が 
  
 
概念№ 18  
概念 
取引先が消費者対応を行う場合、製品回収のコストを抑える方法を求められ
る 
定義 
小売業 Aは製造ロットを小さくすることで製品回収のコストを抑える危機管
理 
具体例 
よく一日の生産ロットが５万パック例えば時間何分って分けて、その中で、
じゃ一万パック回収できれば、コストも変わるんでそういう危機管理ってい
うのはすごく徹底している・・・ 
  
 
概念№ 19  
概念 お客様対応を行う取引先の場合、原料のロット管理を徹底している 
定義 お客様対応を行う取引先の場合、原料のロット管理を徹底している 
具体例 
原料からそうだったかな？例えば養殖された原料のいけす事に分けていると
かですね。原料の手配から・・・ 
  
 
概念№ 20  
概念 取引先により求められる品質管理も異なる 
定義 小売業 Aの品質管理は厳しい 
具体例 
小売業 Sと（小売業 Aの）２社で比較されますけど、Aの方が品質管理は厳し
いんですよね。（Aは）例えば審査を許可されるアイテムも厳しいと。 
  
 
概念№ 21  
概念 お客様対応を販売先が行う場合、求められる品質管理が厳しい 
定義 お客様対応を販売先が行う場合、製造ロットを小さくするように求められる 
具体例 
あの一つ製造ロットってあるじゃないですか、製造ロットって極限まで小さ
くしろと。 
  
 
概念№ 22  
概念 取引先により異なる製品回収対応が自社のスキルアップにつながる 
定義 
製品回収を含む品質管理は取引先により対応が異なることで、自社もスキル
アップしている 
具体例 
当社の場合はケースバイケースで、ユーザー（お客さん）によって、あのー
やり方が違う。 
製品回収のマニュアルだとか、品質管理の在り方というのは、ユーザーによ
って求められるものが違うので 
ユーザーによって育てられているところも一つあるんですよね。 
  
 
概念№ 23  
概念 取引先に求められて製品回収マニュアルを文書化した 
定義 
製品回収マニュアルはどうなっているのか、取引先から求められて文書化し
た 
具体例 
これは（製品回収マニュアル）は御社の内部で使われている実際のマニュア
ル？どうなってるの？って部分で、内部文書で少しずつ少しずつこう・・・ 
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概念№ 24  
概念 製品回収マニュアルを作成するよう取引先から求められる 
定義 食品事故対応について取引先から備えるよう求められる 
具体例 
お客さんからの要望が強かった。消費者だったり Sだったりとか、備えとい
てくれよ見たいな。 
  
 
概念№ 25  
概念 製品回収マニュアルを作成するよう取引先の品管から要求される 
定義 製品回収マニュアルを作成するよう取引先の品管から要求される 
具体例 （備えておいてと）結構言われます。各企業の品質管理。 
  
 
概念№ 26  
概念 製造ロットを小さくすると生産性が落ちる 
定義 製造ロットを小さくすると生産性が落ちる 
具体例 
そうすると生産コストってかわってくるんで、生産性って良くないんんです
けど。 
  
 
概念№ 27  
概念 製造ロットを小さくするコストがかかる 
定義 製造ロットを小さくすることでコストがかかる 
具体例 余計なコストがかかってしまうので、生産性はよくないんですよね。 
  
 
概念№ 28  
概念 トレーサビリティーは生産性が落ちるため印象が悪い 
定義 トレーサビリティーはメーカーにとって生産性を落とすため、印象が悪い 
具体例 
そのトレーサビリティーという話を聞き始めて５年１０年たってますが、そ
ういうの聞いたとたんにもう、ま、メーカーっていうのは生産性が悪くな
る・・・余りねｗｗ、あまり、何がトレースだってね(笑） 
  
 
概念№ 29  
概念 取引先拡大をしたいが求められるものが厳しい 
定義 取引先を拡大しようと検討しているが、求められるものが厳しそう 
具体例 
ま、弊社も PB（TV）はいろいろお問い合わせをいただいてやっていこうと思
いますけど、まぁ、話に聞くにはだいぶ厳しいと。 
  
 
概念№ 30  
概念 ISOは企業存続のために取得 
定義 ISOは企業存続のために取得 
具体例 
ISO の発足に向けても、今の会社運営、工場運営っていうのは、行き行かな
くなるということでやってるわけだから 
  
 
概念№ 31  
概念 大手の営業方法を中小企業も求められる 
定義 営業方法も大手企業と中小企業に差がある 
具体例 
開発なんかでも言われますよね、営業で言ったら、何か聞いたら翌日には大
手は何十枚もレポートを持ってくると。お宅は一か月たっても一枚も持って
こないとか(笑)例えばイワシについてとか。 
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概念№ 32  
概念 大手企業と同等の提案書を中小企業は求められる 
定義 提案書について、大手企業と同等のものを求められる 
具体例 
例えば提案書とかですね。こういう品質管理以前の問題でそういう風に言わ
れたりはしますよね。 
  
 
概念№ 33  
概念 製品回収マニュアルを作成したとき、参考にした資料がある 
定義 製品回収マニュアルの作成は何かを参考にした可能性がある 
具体例 どこか参考にしているかもしれません 
  
 
概念№ 34  
概念 製品回収マニュアルはコンサルタントが作成した 
定義 ISO取得のコンサルタントが製品回収マニュアルを作成 
具体例 
それをもとにして、、、ウチで契約しているコンサルタント（ISO）の人が中
心になって、そういうのをまとめてくれたので体系的に 
  
 
概念№ 35 ISOに沿った製品回収マニュアルを作成済 
概念 製品回収については ISOに習いまとめてある 
定義 
ウチも ISOを取ってるんで、言葉は難しいんですけど、こういう ISOを取る
にあたって言葉で、サッシにまとめてはいます 
具体例 （一報が入って事実確認のプロセスや基準について） 
  
 
概念№ 36  
概念 品質管理のコンサルタントがいる 
定義 品質管理のコンサルタントを採用している 
具体例 品質管理のコンサルタントをやっていただいている 
  
 
概念№ 37  
概念 製品回収の備えは必要 
定義 製品回収の備えは必要 
具体例 
ま、言葉は重いんですけど、ま、準備はしておくべきだとは思うんですけど、
うちも準備してるんですけど 
  
 
概念№ 38  
概念 製品回収マニュアルや記録は何か起きたときのためのもの 
定義 製品回収マニュアルや記録は何か起きたときのためのもの 
具体例 
何かのための証拠、何かのための（苦笑い）何か起きたときのためのものな
ので 
  
 
概念№ 39  
概念 中小には中小の製品回収手段が必要 
定義 大手に合わせた製品回収を行うことは中小では難しい 
具体例 
じゃ、これを本当に心配・・・拡散性の有無というのが色分けになるんです
けども、あの本当にメディアでしっかりやっているような大手企業なような
ことをっていうのは全部やれば、まそれだけで大変なんで、実際のところで
す 
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概念№ 40 
 
概念 経営者の問題意識が企業活動を決める 
定義 経営者の問題意識により企業活動が異なる 
具体例 経営者が問題意識とか問題を持っているか。 
   
概念№ 41 
 
概念 経営者の判断で企業活動の内容が決まる 
定義 利益に直結しなくても手をかけられるかは経営者の判断 
具体例 
（経営者の判断が）利益に直結しなくても、どこまで手をかけるかっていう
のは社長の判断ですね。 
 
